
議案番号 件　　　　　　名 頁 摘　要

報25
株式会社北前館第29期の決算及び第30期の事業計画に関する書
類について

3

139 豊岡市土地開発公社の解散について 19

140 土地及び建物の取得について 21
子育て支援総合拠点等及
び生涯学習サロン整備

141 物件購入契約の締結について 25 小学校児童用端末購入

142 損害賠償の額を定めることについて 27 物損事故

143 損害賠償の額を定めることについて 29 物損事故

144 豊岡市立植村直己冒険館の指定管理者の指定について 31

145 豊岡市立豊岡市民プラザの指定管理者の指定について 35

146 豊岡市立玄武洞スポーツ公園の指定管理者の指定について 39

147 豊岡市立奈佐森林公園の指定管理者の指定について 43

148 豊岡市立市営住宅赤野団地集会所の指定管理者の指定について 47

149
豊岡市立阿金谷地区農林漁家婦人活動施設の指定管理者の指定
期間変更について

51

150 豊岡市立竹野川湊館の指定管理者の指定について 55

151
豊岡市立湯の原温泉オートキャンプ場の指定管理者の指定につ
いて

59

152 豊岡市立頃垣活性化センターの指定管理者の指定について 63

153
豊岡市立竹貫区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ
いて

67

154 豊岡市立室見会館の指定管理者の指定について 71

155 豊岡市立但東地域特産物加工施設の指定管理者の指定について 75

156
豊岡市督促手数料及び延滞金徴収条例及び豊岡市公共下水道事
業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例制定について

79

157 豊岡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について 85

158
豊岡市地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除
に関する条例の一部を改正する条例制定について

93

159
豊岡市立心身障害者小規模通所作業所の設置及び管理に関する
条例の一部を改正する条例制定について

99

160
豊岡市立老人福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部
を改正する条例制定について

105

161
豊岡都市計画事業稲葉川土地区画整理事業施行条例の一部を改
正する条例制定について

113

令和２年第７回豊岡市議会(定例会)

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

※    市 長 提 出 議 案 目 録    ※

　（令和２年11月27日開会）
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議案番号 件　　　　　　名 頁 摘　要

162
豊岡市立小学校及び中学校の設置に関する条例及び豊岡市立放
課後児童クラブの設置及び管理に関する条例の一部を改正する
条例制定について

119

163 豊岡市火災予防条例の一部を改正する条例制定について 127

164 令和２年度豊岡市一般会計補正予算（第17号） 137

165
令和２年度豊岡市国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正
予算（第４号）

209

166
令和２年度豊岡市国民健康保険事業特別会計（直診勘定）補正
予算（第２号）

225

167
令和２年度豊岡市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２
号）

241

168 令和２年度豊岡市介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 255

169 令和２年度豊岡市診療所事業特別会計補正予算（第４号） 269

170 令和２年度豊岡市水道事業会計補正予算（第２号） 289

171 令和２年度豊岡市下水道事業会計補正予算（第２号） 303

追加予定 人権擁護委員の推せんにつき意見を求めることについて

〃
豊岡市職員の給与に関する条例及び豊岡市一般職の任期付職員
の採用等に関する条例の一部を改正する条例制定について

〃
豊岡市長等の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例
制定について

〃
豊岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一
部を改正する条例制定について
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報告第25号 

 

   株式会社北前館第29期の決算及び第30期の事業計画に関する書類について    

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定により、別紙のとおり

報告する。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

                          豊岡市長 中 貝 宗 治  
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株式会社北前館第 29 期事業報告 

 

１ 事業の概要と成果 

  昨年１０月から今年３月までの上半期は総売上額が前期対比１０２．１％と順調な

経営状況でしたが、１月以降、国内で新型コロナウイルスが猛威をふるい、社会、経

済活動が大きく制限される状況となりました。 

  ４月７日には緊急事態宣言が発出され、１５日には兵庫県が関係施設に対して休業

要請を行いました。これを受けて豊岡市から感染症対策に対する指示があり４月２０

日から５月２１日まで臨時休館することになりました。 

  再開後も新型コロナウイルス感染の不安が払拭されず、入館者は伸び悩みました。

加えて梅雨明けが大きく遅れたことから本施設利用のトップシーズンである夏季の売

り上げが大きく落ち込む結果となりました。 

  温泉部門では営業時間を午前１１時から午後８時までと短縮させていただき、サウ

ナは密を避けるため使用を中止させていただきました。また、夏期の繁忙期には安全

対策として入浴者数を制限させていただきましたので、売上額は大きく落ち込み１４，

６７６千円、前期対比７６．０％となりました。 

  特産品部門も入館者の減少による影響を受け、売上額７，７９９千円、前期対比８

８．６％と大きく割り込む結果となりました。 

  ジオカヌー駐車場部門は、新型コロナウイルスと長梅雨の影響を受け、ジオカヌー

部門は売上額３，９８８千円、前期対比８２．４％、駐車場部門は売上額６，７１８

千円、前期対比８２．７％で、今期の総売上高は４４，３２０千円、前期対比８３．

３％、経常利益は３０１千円となりました。 

  一方で、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い大きな影響を受けた中小企業に対

する国の持続化給付金２，０００千円、兵庫県の休業要請に応じた企業等に対する休

業要請事業者経営継続支援金１，３００千円を受けることができ、特別利益として処

理いたしました結果、税引後当期利益は３，３９０千円となりました。 

  今後とも更なる経営改善及び利便性向上に努めて参りますので、引き続きご支援、

ご協力を賜りますようお願い申し上げ、第２９期の営業報告とさせていただきます。 
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２ 売上状況                           （単位：千円） 

部 門 温 泉 特産品店 業務受託 駐車場 ｼﾞｵｶﾇｰ その他 合 計  

売上高 14,676 7,799 9,400 6,718 3,988 1,739 44,320 
 

 

 

３ 営業成績及び財産状況の推移     （単位：千円、一株当たり当期利益のみ円） 

区   分 
第 25 期 

平成28年9月 

第 26 期 

平成29年9月 

第 27 期 

平成30年9月 

第 28 期 

令和元年 9 月 

第 29 期 

令和 2 年 9 月 
 

売 上 高 99,520 90,634 65,996 53,215 44,320 
 

 

経 常 利 益 4,178 △2,616 158 4,792 301 
 

 

当 期 利 益 4,005 △2,815 △3,293 4,586 3,390 
 

 

一株当たり当期利益 8,010 △5,630 △6,587 9,172 6,780 
 

 

総 資 産 31,301 23,220 32,539 31,468 72,836 
 

 

純 資 産 △20,009 △22,824 △26,118 △21,532 △18,142 
 

 

 

４ 会社概要  

 ⑴ 商   号  株式会社北前館 

 ⑵ 本   店  兵庫県豊岡市竹野町竹野 50 番地の 12 

 ⑶ 成立年月日  平成３年 10 月７日 

 ⑷ 事   業  ア 温泉浴場施設の管理運営に関する事業 

          イ 特産品の開発及び加工並びに販売に関する事業 

          ウ 公共施設の維持管理に関する事業 

          エ 駐車場の管理運営に関する事業 

          オ 飲食物、日用品等の販売に関する事業 

          カ 温泉の配湯に関する事業 

          キ 公共的団体の事務局に関する事業 

          ク 山陰海岸ジオパークのガイドに関する事業 

          ケ 前各号に付帯又は関連する一切の事業 

 ⑸ 発 行 株 式  ア 発行済株式の総数 500 株 

          イ 発行価格 １株当たり 50,000 円 

          ウ 当期末株主数 128 人 

 ⑹ 資本金の額  2,500 万円 
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５ 社  員                             （単位：人） 

区   分 社   員 パ－ト・アルバイト 合   計 
 

 

前期末 

令和元年 9月 30 日 
３ ３ ６  

当期末 

令和２年 9月 30 日 
３ ３ ６  

増   減 ０ ０ ０ 
 

 

 

６ 取締役及び監査役 

役 職 名 氏   名 備   考 
 

 

代表取締役 太田垣 健 作 
  

 

取 締 役 宮 嶋 俊 夫 
  

 

取 締 役 岩 井 美 晴 
  

 

取 締 役 濱 松   淳 
  

 

取 締 役 藤 原   誠 
  

 

取 締 役 米 田 達 也 
  

 

監 査 役 太田垣 征 司 
  

 

監 査 役 瀧 下 貴 也 
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貸 借 対 照 表 

 

株式会社 北前館                     令和２年９月 30 日現在 

科   目 金   額 科   目 金   額 

 

（資産の部） 

流動資産 

 現 金 ・ 預 金 

 売 掛 金 

 棚 卸 資 産 

 前 払 費 用 

未 収 入 金 

仮  払  金 

 貸 倒 引 当 金 

 

固定資産 

有形固定資産 

  建     物 

  構 築 物 

  工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 

  車 両 運 搬 具 

  一括償却資産 

  リ ー ス 資 産 

 

 無形固定資産 

  ソフトウェア 

 

投資その他資産 

  出 資 金 

  長期前払費用 

 

 

(68,204,184) 

66,693,832  

397,702 

835,912  

196,638  

51,998  

30,102  

△2,000  

 

(4,631,943) 

(4,264,453) 

1,194,769  

30,825  

72,439  

2  

184,654  

2,781,764  

 

(212,810) 

212,810  

 

(154,680) 

13,000  

141,680  

 

（負債の部） 

流動負債 

 買 掛 金 

 短 期 借 入 金 

 １年以内返済長期借入金 

 未 払 金 

 リース未払金 

 未払法人税等 

 未払消費税等 

 預 り 金 

 

固定負債 

 長 期 借 入 金 

円 

 

(16,234,194) 

315,969  

8,000,000  

864,000  

3,067,640  

2,781,764  

211,000  

883,900  

109,921  

 

(74,744,000) 

74,744,000  

負債の部計 90,978,194  

 

（純資産の部） 

株主資本 

資 本 金 

 

利益剰余金 

   利 益 準 備 金 

   その他利益剰余金 

   繰越利益剰余金 

   （うち当期純利益） 

 

 

(△18,142,067) 

25,000,000  

 

(△43,142,067) 

800,000  

(△43,942,067) 

△43,942,067  

(3,390,127) 

純資産の部計 △18,142,067  

資産の部計 72,836,127  負債・純資産の部計 72,836,127  
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損 益 計 算 書 

 

株式会社 北前館 
自 令和 元年 10 月１日 

至 令和 ２年９月 30 日 

科     目 金     額 

  円 

【売 上 高】  44,320,288 

  温 泉 浴 場 売 上 高 14,676,010  

  特 産 品 店 売 上 高 7,798,902  

  受 託 料 9,399,920  

  駐 車 場 整 理 料 6,718,000  

  ジ オ カ ヌ ー 利 用 料 3,988,388  

  そ の 他 1,739,068  

   

【売 上 原 価】  5,019,519 

  期 首 棚 卸 高 569,533  

  仕 入 高 4,934,658  

   合      計 5,504,191  

  期 末 棚 卸 高 484,672  

売 上 総 利 益  39,300,769 

   

【販売費及び一般管理費】  38,647,118 

営  業  利  益  653,651 

   

【営 業 外 収 益】  1,260,472 

  受 取 利 息 196  

  受 取 配 当 金 500  

  雑 収 入 1,259,776  

   

【営 業 外 費 用】  1,612,996 

  支 払 利 息 1,612,996  

経 常 利 益  301,127 

   

【特 別 利 益】  3,300,000 

  補助金収入 3,300,000  

   

   

   

   

   

税 引 前 当 期 純 利 益  3,601,127 

法 人 税 等 充 当 額  211,000 

当 期 純 利 益   3,390,127  
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販売費及び一般管理費内訳書 

株式会社 北前館 
自 令和 元年 10 月１日 

至 令和 ２年９月 30 日 

科     目 金     額 

   円 

 給 与 ・ 手 当 14,233,769  

 広 告 宣 伝 費 304,929  

 発 送 配 達 費 33,011  

 役 員 報 酬 470,000  

 法 定 福 利 費 1,050,968  

 福 利 厚 生 費 178,587  

 減 価 償 却 費 1,424,829  

 賃 借 料 304,432  

 修 繕 費 385,969  

 事務用消耗品費 161,171  

 通 信 交 通 費 1,119,374  

 水 道 光 熱 費 9,984,505  

 租 税 公 課 1,850,400  

 会 費 負 担 金 394,667  

 接 待 交 際 費 85,658  

 保 険 料 656,762  

 備品・消耗品費 1,292,564  

 支 払 手 数 料 2,937,202  

 車 両 関 係 費 230,756  

 リ － ス 料 306,660  

 貸 倒 償 却 1,000  

 雑      費 1,239,905  

合   計  38,647,118  

 

棚卸資産の計算内訳 

株式会社 北前館 令和 ２年９月 30 日現在 

科     目 金     額 

   円 

 商 品 484,672  

 貯 蔵 品 351,240  

合   計  835,912 
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個 別 注 記 表 

株式会社 北前館 
自 平成 元年 10 月１日 

至 令和 ２年９月 30 日 

 

１ この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。 

 

２ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 ⑴ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    最終仕入原価法による原価法を採用しています。 

 ⑵ 固定資産の減価償却方法 

  ア リ－ス資産 

     定額法を採用しています。 

  イ 有形固定資産 

     定額法又は旧定額法を採用しています。 

 なお、一括償却資産については、３年均等償却を採用しています。 

  ウ 無形固定資産 

     定額法又は旧定額法を採用しています。 

 ⑶ 引当金の計上基準 

  ア 貸倒引当金 

     債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に規定する法定繰入率により計算し

た回収不能見込み額を計上しています。 

 ⑷ 消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式を採用しています。 

 

３ 貸借対照表等に関する注記 

 ⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 20,044,806 円 

 

４ 株主資本等変動計算書に関する注記 

 ⑴ 発行済株式総数 500 株 

 

５ 一株当たり情報に関する注記 

 ⑴ 一株当たり純資産額は、△36,284.13 円です。 

 ⑵ 一株当たり当期純利益は、6,780.25 円です。 
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株式会社北前館第 30 期事業計画及び収支計画 

 

１ 事業計画 

新型コロナウイルス感染症の終息が見通せない中、引き続き感染防止対策を徹底

しながら、着実な収益向上を目指し、役員職員一丸となって各部門の事業を展開し

て参ります。 

 温泉部門では、引き続き水道光熱費等の経費節減を図りつつ、気持ちよく入浴し

て頂けるよう設備の適切な維持管理に努めます。更に、リピーターを増やすことが

売上げ増に繋がることから「ポイントカード」の導入や、現在月２回の「風呂の日」 

を３回に増やすことを検討します。 

 特産品部門では、取扱商品の見直しを図るとともに、お客様が買い物をしやすい

よう環境を整えて、市内で製造される商品や地元産の野菜を前面に出しながら売上

額の増加に努めます。 

 ジオカヌーは、インストラクターのスキルアップと安全性の向上に努めるととも

に、総合予約サイトの活用を拡大し、城崎温泉や神鍋高原との連携を進め、利用者

の増加を図ります。 

 また、訪日外国人等の新たなお客様の利便性の向上を図るとともに、「かぜまちミ

ュージアム」を有効活用して北前船文化の伝承や、ジオパークの普及を図り、竹野

地域の魅力発信の中核施設としての機能を発揮して参ります。 

 第３０期は、会社設立３０周年に当たります。今後ともこの北前館が竹野地域の

交流人の核施設となるよう運営して参りますので株主の皆様を初め、地域の皆様に

ご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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予 定 損 益 計 算 書 
 

株式会社 北前館 
自 令和 ２年 10 月１日 

至 令和 ３年９月 30 日 

科     目 金     額 

（営業損益の部） 

【売 上 高】 

  温 泉 浴 場 売 上 高 

  特 産 品 店 売 上 高 

  受 託 料 

  駐 車 場 整 理 料 

  ジ オ カ ヌ ー 利 用 料 

  そ の 他 

 

【売 上 原 価】 

  期 首 棚 卸 高 

  仕 入 高 

   合      計 

  期 末 棚 卸 高 

売 上 総 利 益 

 

【販売費及び一般管理費】 

営  業  利  益 

 

（営業外損益の部） 

【営 業 外 収 益】 

  受 取 利 息 

  受 取 配 当 金 

  雑 収 入 

 

【営 業 外 費 用】 

  支 払 利 息 

   

経 常 利 益 

 

 

20,000  

10,000  

9,300  

8,000  

5,000  

2,700  

千円 

55,000  

 

 

 

 

 

 

 

6,500  

 

 

 

 

 

 

484  

6,516  

7,000  

500  

 

 

 

 

 

 

 

1  

1  

1  

48,500  

 

42,000  

6,500  

 

 

3  

 

 

 

 

1,903  

 

 

 

 

1,903  

 

 4,600  
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販売費及び一般管理費内訳書 

 

株式会社 北前館 
自 令和 ２年 10 月１日 

至 令和 ３年９月 30 日 

科     目 金     額 

   千円 

 給 与 ・ 手 当 15,020   

 広 告 宣 伝 費 220   

 発 送 配 達 費 80   

 役 員 報 酬 840   

 法 定 福 利 費 1,200   

 福 利 厚 生 費 240   

 減 価 償 却 費 1,420   

 賃 借 料 300   

 修 繕 費 600   

 事務用消耗品費 200   

 通 信 交 通 費 1,120   

 水 道 光 熱 費 11,600   

 租 税 公 課 2,000   

 会 費 負 担 金 500   

 接 待 交 際 費 100   

 保 険 料 580   

 備 品 ・ 消 耗 品 費 1,510   

 支 払 手 数 料 3,040   

 車 両 関 係 費 100   

 リ － ス 料 470   

 雑      費 860   

合   計  42,000  
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第139号議案 

 

豊岡市土地開発公社の解散について 

 

豊岡市土地開発公社の解散について、公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年

法律第66号）第22条第１項の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

長年地価の下落傾向が続き、将来的にも急速な地価の上昇が見込まれない現状にお

いて、公共用地等の先行取得を主な業務とする豊岡市土地開発公社は相応の役割を果

たしたと認められること及び第４次豊岡市行財政改革大綱に基づき公社のあり方につ

いて検討した結果、同公社を解散するもの。 
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第140号議案 

 

土地及び建物の取得について 

 

子育て支援総合拠点等及び生涯学習サロン整備のため、下記の土地及び建物を取

得することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例（平成 17 年豊岡市条例第 55 号）第３条の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

記 

 

１ 取得する土地 

⑴ 所 在 地 番  豊岡市大手町 340 番 

⑵ 地    目  宅地 

⑶ 地    積  8,705.17 ㎡ 

⑷ 敷 地 権 割 合  116,304/1,000,000  

⑸ 取得予定価格  55,955,800 円 

⑹ 契約の相手方  京都府福知山市字上紺屋 15 番地 

株式会社 藤屋  代表取締役社長 後藤 弘和 

２ 取得する建物 

⑴ 所    在  豊岡市大手町 340 番地 

⑵ 専有部分の家屋番号  大手町 340 番の 001 の 4、001 の 6、401、402、404 

⑶ 構    造  鉄筋コンクリート造１階建 

⑷ 床  面  積  ４階部分 3,242.79 ㎡ 

物件１（大手町 340 番の 001 の 4） 主たる建物 店 舗 2,599.62 ㎡ 

物件２（大手町 340 番の 001 の 6） 主たる建物 機械室  144.85 ㎡ 

物件３（大手町 340 番の 401）   主たる建物 店 舗    98.39 ㎡ 

物件４（大手町 340 番の 402）   主たる建物 店 舗   258.50 ㎡ 

物件５（大手町 340 番の 404）   主たる建物 店 舗   141.43 ㎡ 

⑸ 取得予定価格  263,938,620 円（内消費税 23,994,420 円） 

⑹ 契約の相手方  京都府福知山市字上紺屋 15 番地 

株式会社 藤屋  代表取締役社長 後藤 弘和 

 

（備考）区画図については別紙のとおり。 

-21-



 

-22-



子育て支援総合拠点等整備　2,842.86㎡（001の4、001の6、401）

生涯学習サロン整備　399.93㎡（402、404）

404 001の6402

401

001の4

258.50㎡

98.39㎡

2,599.62㎡

144.85㎡141.43㎡

別　紙

子育て支援総合拠点等及び生涯学習サロン整備事業

建物取得　区画図
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第141号議案 

 

   物件購入契約の締結について 

 

 小学校で使用する児童用端末の購入について、下記のとおり物件購入契約を締結

する。よって、豊岡市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例（平成17年豊岡市条例第55号）第３条の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  小学校児童用端末購入 

 

２ 契 約 の 方 法  随意契約 

 

３ 契 約 の 金 額  66,871,200円 

 

４ 契約の相手方  兵庫県神戸市西区伊川谷町有瀬1290－４ 

          日本電通 株式会社 神戸支店 

          支店長 告野 貴彦 

 

（備考）納入期限 令和３年３月26日 

    納入場所 豊岡市役所外 

    主な物品 小学校児童用端末   1,490台 
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第144号議案 

 

豊岡市立植村直己冒険館の指定管理者の指定について 

 

豊岡市立植村直己冒険館の指定管理者を次の団体等に指定したいので、地方自治

法（昭和22年法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

                 記 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立植村直己冒険館 

 

２ 団体等の名称   豊岡冒険館 株式会社 

           

３ 指定の期間    令和３年４月20日から令和18年10月31日 
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１ 公の施設の概要 

⑴ 名称 

豊岡市立植村直己冒険館 

⑵ 所在地 

豊岡市日高町伊府 785 番地ほか 

⑶ 設置目的 

植村直己氏の業績及びその精神を顕彰し、後世に伝承するとともに、挑戦

する心を育む事業を推進し、広く文化教育の発展に寄与する。 

⑷ 施設概要 

本館      平成６年３月竣工、RC 造一部 S 造・１階建、944.89 ㎡ 

研修棟     平成 15 年１月竣工、S 造・１階建、428.01 ㎡ 

機能強化施設  令和３年３月竣工予定、RC造一部S造・2階建、395.63 ㎡ 

渡り廊下    令和３年３月竣工予定、S 造１階建、63.16 ㎡ 

公衆便所    平成６年３月竣工、RC 造・１階建、33.09 ㎡ 

ちびっ子広場  平成６年６月竣工 18,000 ㎡（図面求積） 

主な施設    展示室、視聴覚室、収蔵庫、小ホール、特別展示室、 

展示ギャラリー、多目的スペース、ネット遊具、 

アスレチック遊具 

２ 管理業務の内容 

⑴ 冒険に係る資料の展示及び説明並びに講演会等の開催に関する業務 

⑵ 冒険に係る子どもの体験活動に関する業務 

⑶ 冒険館の使用及びその制限に関する業務 

⑷ 冒険館の維持管理に関する業務 

⑸ その他市長が定める業務 

３ 団体等の概要  

⑴ 名称 

豊岡冒険館 株式会社 

⑵ 所在地 

    豊岡市日高町栗栖野 60 番地 

⑶ 代表者の氏名 

    代表取締役 池田 俊介 

⑷ 設立年月日 

    令和元年７月 22 日 

⑸ 職員数又は会員数 

    １名 

⑹ 主な事業又は活動 

    植村直己冒険館事業及び冒険館機能強化事業に関する設計、施工、工事監理、 

展示リニューアル、運営、維持管理、簡易宿泊、物販軽飲食経営など 
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第145号議案 

 

豊岡市立豊岡市民プラザの指定管理者の指定について 

 

豊岡市立豊岡市民プラザの指定管理者を次の団体等に指定したいので、地方自治

法（昭和22年法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

                 記 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立豊岡市民プラザ 

 

２ 団体等の名称   特定非営利活動法人 コミュニティアートセンタープラッツ 

 

３ 指定の期間    令和３年４月１日から令和８年３月31日 
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１ 公の施設の概要 

⑴ 名称 

    豊岡市立豊岡市民プラザ 

⑵ 所在地 

    豊岡市大手町４番５号 

⑶ 設置目的 

市民の学習、まちづくり、子育て、文化などの活動を支援するとともに、

それぞれの活動を通じた交流を促進し、こころ豊かな生活の増進と参画と協

働による活力あるまちづくりの促進を図る。 

⑷ 施設概要 

   竣工    平成 16 年３月 

建物概要  構造 鉄筋コンクリート造 

          延床面積  2,321.56 ㎡ 

      主な施設    多目的ホール「ほっとステージ」（484㎡）※内舞台部分（180㎡） 

楽屋（38 ㎡）２部屋  練習室（95 ㎡）３部屋 

リハーサル室（105 ㎡）１部屋 市民活動室（198 ㎡）４部屋 

          交流サロン  （250 ㎡）     相談室（24 ㎡）   ２部屋 

ワークステーション（総合事務所室に併設） 

          子育て学習室 A（託児使用に限定） 

その他附属設備    １式 

 

２ 管理業務の内容 

⑴ 市民の平等な利用を確保し、公平公正な施設の運営に努める。 

⑵ 市民の文化芸術の向上と福祉の増進に寄与する自主事業を積極的に行う。 

⑶ 各種市民活動を支援するため、中間支援機能の役割を果たす。 

⑷ 施設の適切な維持管理に努める。 

⑸ 市民や利用者の意見を管理運営に反映させる。 

⑹ 統括責任者を配置し、効率的な運営を行う。 

⑺ 住民サービスの向上に努める。 

⑻ 個人情報の保護に努める。 

⑼ 関係法令を遵守し、利用者の安全を確保する。 

 

３ 団体等の概要  

⑴ 名称 

    特定非営利活動法人 コミュニティアートセンタープラッツ 

    (略称)ＮＰＯ法人 プラッツ 
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⑵ 所在地 

    豊岡市大手町４番５号 

⑶ 代表者の氏名 

    代表理事 岩﨑 孔二   

⑷ 設立年月日 

    平成 23 年２月 28 日 

⑸ 職員・従業員数 

    役員８名、スタッフ９名 

 ⑹ 主な事業又は活動 

   ・市民プラザの管理並びに運営を行う事業 

   ・市民の文化芸術創造活動の育成を図る事業 

    ・ＮＰＯ団体等の運営又は活動に関する連絡助言又は援助の活動 
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第146号議案 

 

豊岡市立玄武洞スポーツ公園の指定管理者の指定について 

 

豊岡市立玄武洞スポーツ公園の指定管理者を次の団体等に指定したいので、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年11月27日提出 

 

                        豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

                 記 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立玄武洞スポーツ公園 

 

２ 団体等の名称   田鶴野地区振興協議会 

 

３ 指定の期間    令和３年４月１日から令和６年３月31日 
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第147号議案 

  

   豊岡市立奈佐森林公園の指定管理者の指定について    

  

豊岡市立奈佐森林公園の指定管理者を次の団体等に指定したいので、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

  

  令和２年11月27日提出 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

  

記 

  

１ 公の施設の名称  豊岡市立奈佐森林公園 

 

２ 団体等の名称   奈佐森林公園管理委員会 

 

３ 指定の期間    令和３年４月１日から令和６年３月31日 
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第148号議案 

 

   豊岡市立市営住宅赤野団地集会所の指定管理者の指定について 

 

 豊岡市立市営住宅赤野団地集会所の指定管理者を次の団体等に指定したいので、

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第６項の規定により議会の議決

を求める。 

 

令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

記 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立市営住宅赤野団地集会所 

 

２ 団体等の名称   赤野区 

 

３ 指定の期間    令和３年４月１日から令和８年３月 31 日 
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第149号議案 

 

豊岡市立阿金谷地区農林漁家婦人活動施設の指定管理者の指定期間 

変更について 

 

 平成27年12月25日議決のあった第114号議案にかかる豊岡市立阿金谷地区農林漁

家婦人活動施設の指定管理者の指定期間を変更したいので、地方自治法（昭和22年

法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

記 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立阿金谷地区農林漁家婦人活動施設 

 

２ 指定管理者    阿金谷区 

 

３ 指定の期間    変更前 平成28年４月１日から令和３年３月31日 

変更後 平成28年４月１日から令和４年３月31日 
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第150号議案 

 

   豊岡市立竹野川湊館の指定管理者の指定について 

 

 豊岡市立竹野川湊館の指定管理者を次の団体に指定したいので、地方自冶法（昭

和22年法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

                        豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

                 記 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立竹野川湊館 

 

２ 団体等の名称   いろりの会 

 

３ 指定の期間    令和３年４月１日から令和６年３月31日 
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第151号議案 

 

豊岡市立湯の原温泉オートキャンプ場の指定管理者の指定について 

 

 豊岡市立湯の原温泉オートキャンプ場の指定管理者を次の団体等に指定したいの

で、地方自冶法（昭和22年法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決

を求める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

                        豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

記 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立湯の原温泉オートキャンプ場 

 

２ 団体等の名称   アドバンス 株式会社 

 

３ 指定の期間    令和３年４月１日から令和６年３月31日 
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１ 公の施設の概要 

 ⑴ 名称 

    豊岡市立湯の原温泉オートキャンプ場 

 ⑵ 所在地 

    豊岡市日高町羽尻1510番地 

 ⑶ 設置目的 

    地域資源を活用し、都市住民と地域住民との交流により農林業の活性化を

図り、以って住民の福祉の向上に資する。 

 ⑷ 施設概要 

  竣工    平成10年７月 

    建物概要  コテージ 木造・２階建 全13棟（５人棟…52.41㎡×10棟、

52.99㎡×２棟、10人棟…98.95㎡×１棟） 

          湯の原館 鉄骨造・平屋建（一部木造） 504.56㎡ 

          管理棟  木造・平屋建 150.00㎡ 

    主な施設  区画サイト(50区画)、フリーサイト(29区画）、イベント広場、

遊具広場、親水広場、コテージ、バーベキュー棟、湯の原館

（温泉、交流施設） 

 

２ 管理業務の内容 

 ⑴ オートキャンプ場の使用及びその制限に関する業務 

 ⑵ オートキャンプ場の維持管理に関する業務 

 

３ 団体等の概要 

 ⑴ 名称 

    アドバンス 株式会社 

 ⑵ 所在地 

    豊岡市日高町栗栖野60番地 

 ⑶ 代表者の氏名 

    代表取締役 鷲尾 晋 

 ⑷ 設立年月日 

    平成26年２月28日 

 ⑸ 職員数又は会員数 

    10名 

 ⑹ 主な事業又は活動 

    神鍋高原でのスキー場の運営受託、係留熱気球体験及びグランピング施設

の運営など 
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第152号議案 

 

   豊岡市立頃垣活性化センターの指定管理者の指定について 

 

 豊岡市立頃垣活性化センターの指定管理者を次の団体等に指定したいので、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

記 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立頃垣活性化センター 

 

２ 団体等の名称   頃垣区 

 

３ 指定の期間    令和３年４月１日から令和７年３月31日 
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第153号議案 

 

   豊岡市立竹貫区コミュニティセンターの指定管理者の指定について 

 

 豊岡市立竹貫区コミュニティセンターの指定管理者を次の団体等に指定したいの

で、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決

を求める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

記 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立竹貫区コミュニティセンター 

 

２ 団体等の名称   竹貫区 

 

３ 指定の期間    令和３年４月１日から令和８年３月31日 
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第154号議案 

 

豊岡市立室見会館の指定管理者の指定について 

 

豊岡市立室見会館の指定管理者を次の団体等に指定したいので、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

記 

 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立室見会館 

 

２ 団体等の名称   細見区 

 

３ 指定の期間    令和３年４月１日から令和８年３月31日 
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第155号議案 

 

豊岡市立但東地域特産物加工施設の指定管理者の指定について 

 

 豊岡市立但東地域特産物加工施設の指定管理者を次の団体等に指定したいので、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第 244 条の２第６項の規定により議会の議決を

求める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

記 

 

１ 公の施設の名称  豊岡市立但東地域特産物加工施設 

 

２ 団体等の名称   合橋地域づくりの会 

 

３ 指定の期間    令和３年４月１日から令和６年３月31日 
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第156号議案 

                                      

   豊岡市督促手数料及び延滞金徴収条例及び豊岡市公共下水道事業受益者 

負担に関する条例の一部を改正する条例制定について 

 

 豊岡市督促手数料及び延滞金徴収条例及び豊岡市公共下水道事業受益者負担に関

する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

                        豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

租税特別措置法の改正及び地方税法の改正に伴い、延滞金の割合等の特例に係る

所要の規定の整理を行うため。 
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豊岡市条例第   号 

 

   豊岡市督促手数料及び延滞金徴収条例及び豊岡市公共下水道事業受益者負担

に関する条例の一部を改正する条例 

 

 （豊岡市督促手数料及び延滞金徴収条例の一部改正） 

第１条 豊岡市督促手数料及び延滞金徴収条例（平成17年豊岡市条例第63号）の一

部を次のように改正する。 

 附則第３項中「特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法第93条第２項の

規定により告示された割合」を「延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別

措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）」

に改め、「（以下この項において「特例基準割合適用年」という。）」を削り、「当該

特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割

合に」に改める。 

 （豊岡市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正） 

第２条 豊岡市下水道事業受益者負担に関する条例（平成17年豊岡市条例第193号）

の一部を次のように改正する。 

 附則第３項の見出し中「割合等」を「割合」に改め、同項中「当該規定」を「同

項の規定」に、「特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和32年法律第

26号）第93条第２項の規定により告示された割合」を「延滞金特例基準割合（平

均貸付割合（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項に規定する平

均貸付割合をいう。）」に改め、「（以下この項において「特例基準割合適用年」と

いう。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」

を「延滞金特例基準割合に」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の豊岡市督促手数料及び延滞金徴収条例附則第３項

及び第２条の規定による改正後の豊岡市公共下水道事業受益者負担に関する条例

附則第３項の規定は、令和３年１月１日以後の期間に対応する延滞金について適

用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例による。 
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   豊岡市督促手数料及び延滞金徴収条例及び豊岡市公共下水道事業受益者負担

に関する条例の一部を改正する条例案要綱 

 

１ 改正の内容 

租税特別措置法の改正及び地方税法の改正に伴い、延滞金の割合等の特例を定

める規定に関し、次の条例について所要の規定の整理をすること。（第１条、第２

条関係） 

⑴ 豊岡市督促手数料及び延滞金徴収条例（附則第３項関係） 

⑵ 豊岡市公共下水道事業受益者負担に関する条例（附則第３項関係） 

 

２ 附則 

 ⑴ この条例は、令和３年１月１日から施行すること。（改正条例附則第１項関係） 

 ⑵ 改正後の豊岡市督促手数料及び延滞金徴収条例附則第３項及び改正後の豊岡

市公共下水道事業受益者負担に関する条例附則第３項の規定は、令和３年１月

１日以後の期間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応する延

滞金については、なお従前の例によること。（改正条例附則第２項関係） 
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豊
岡
市
督
促
手
数
料
及
び
延
滞
金
徴
収
条
例
新
旧
対
照
表
（
第
１
条
関
係
）
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

 
 
 
附
 
則
 

 
 
 
附
 
則
 

１
・
２
 
略
 

１
・
２
 
略
 

 
（
延
滞
金
の
割
合
の
特
例
）
 

 
（
延
滞
金
の
割
合
の
特
例
）
 

３
 
当
分
の
間
、
第
３
条
に
規
定
す
る
延
滞
金
の
年

14
.6
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
及
び

年
7.
3パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
は
、
同
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
各
年
の
特
例
基
準

割
合
（
当
該
年
の
前
年
に
租
税
特
別
措
置
法
第

93
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
告
示

さ
れ
た
割
合

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
に
年
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合

を
加
算
し
た
割
合
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
年
7.
3パ

ー
セ
ン

ト
の
割
合
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
年
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
例
基
準

割
合
適
用
年
」
と
い
う
。
）
中
に
お
い
て
は
、
年
14
.6
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
あ
っ

て
は
当
該
特
例
基
準
割
合
適
用
年
に
お
け
る
特
例
基
準
割
合
に

 
 

 
年

7.
3
パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
加
算
し
た
割
合
と
し
、
年

7.
3パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
あ
っ
て

は
当
該
特
例
基
準
割
合
に
 
 
 
年
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
加
算
し
た
割
合
（
 

当
該
加
算
し
た
割
合
が
年

7.
3パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
超
え
る
場
合
に
は
、
年

7.
3

パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
）
と
す
る
。
 

３
 
当
分
の
間
、
第
３
条
に
規
定
す
る
延
滞
金
の
年

1
4
.
6
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
及
び

年
7.
3パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
は
、
同
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
各
年
の
延
滞
金
特

例
基
準
割
合
（
平
均
貸
付
割
合
（
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
3
2年

法
律
第
2
6号

）
第

93
条
第
２
項
に
規
定
す
る
平
均
貸
付
割
合
を
い
う
。
）
に
年
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合

を
加
算
し
た
割
合
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
年

7
.
3パ

ー
セ
ン

ト
の
割
合
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
年

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
中
に
お
い
て
は
、
年

1
4
.
6パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
あ
っ

て
は
そ
の
年

 
 

 
 

 
 

 
 
に
お
け
る
延
滞
金
特
例
基
準
割
合
に
年

7
.
3
パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
加
算
し
た
割
合
と
し
、
年

7.
3パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
あ
っ
て

は
当
該
延
滞
金
特
例
基
準
割
合
に
年
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
加
算
し
た
割
合
（
 

当
該
加
算
し
た
割
合
が
年

7
.
3
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
超
え
る
場
合
に
は
、
年

7
.
3

パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
）
と
す
る
。
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豊
岡
市
公
共
下
水
道
事
業
受
益
者
負
担
に
関
す
る
条
例
新
旧
対
照
表
（
第
２
条
関
係
）
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

 
 
 
附
 
則
 

 
 
 
附
 
則
 

１
・
２
 
略
 

１
・
２
 
略
 

（
延
滞
金
の
割
合
等
の
特
例
）
 

（
延
滞
金
の
割
合
 
の
特
例
）
 

３
 
第

1
6
条
第
１
項
に
規
定
す
る
延
滞
金
の
年

1
4
.
5
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
及
び
年
 

7.
25
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
は
、
当
該
規
定
 
に
か
か
わ
ら
ず
、
各
年
の
特
例
基
準
割

合
（
当
該
年
の
前
年
に
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
32
年
法
律
第
26
号
）
第
93
条
第
２

項
の
規
定
に
よ
り
告
示
さ
れ
た
割
合

 
 
 

 
 
 
に
年
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合

を
加
算
し
た
割
合
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
年

7.
25
パ
ー
セ
ン

ト
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
年
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
例
基
準
割
合
適

用
年
」
と
い
う
。
）
中
に
お
い
て
は
、
年
14
.5
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
あ
っ
て
は
当

該
特
例
基
準
割
合
適
用
年
に
お
け
る
特
例
基
準
割
合
に

 
 

 
年

7.
25
パ
ー
セ
ン

ト
の
割
合
を
加
算
し
た
割
合
と
し
、
年

7.
25
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
あ
っ
て
は
当

該
特
例
基
準
割
合
に

 
 
 
年
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
加
算
し
た
割
合
（
当
該

加
算
し
た
割
合
が
年

7.
25
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
超
え
る
場
合
に
は
、
年

7.
25
パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
）
と
す
る
。

 

３
 
第

1
6
条
第
１
項
に
規
定
す
る
延
滞
金
の
年

1
4
.
5
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
及
び
年
 

7.
25
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
各
年
の
延
滞
金
特
例

基
準
割
合
（
平
均
貸
付
割
合
（
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和

3
2
年
法
律
第

2
6
号
）
第
 

93
条
第
２
項
に
規
定
す
る
平
均
貸
付
割
合
を
い
う
。
）
に
年
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合

を
加
算
し
た
割
合
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
年

7
.2
5パ

ー
セ
ン

ト
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
年

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
中
に
お
い
て
は
、
年

1
4
.
5
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
あ
っ
て
は
そ

の
年

 
 

 
 

 
 

 
 
に
お
け
る
延
滞
金
特
例
基
準
割
合
に
年
7
.
2
5パ

ー
セ
ン

ト
の
割
合
を
加
算
し
た
割
合
と
し
、
年

7
.
2
5
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
あ
っ
て
は
当

該
延
滞
金
特
例
基
準
割
合
に
年
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
加
算
し
た
割
合
（
当
該

加
算
し
た
割
合
が
年

7
.
2
5
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
超
え
る
場
合
に
は
、
年

7
.
2
5
パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
）
と
す
る
。
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第157号議案 

 

豊岡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について 

 

豊岡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

地方税法施行令の改正に伴い、国民健康保険税の負担水準に不利益が生じないよ

うに減額判定所得の見直しを行うため。 
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豊岡市条例第   号 

 

   豊岡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 豊岡市国民健康保険税条例（平成17年豊岡市条例第101号）の一部を次のように改

正する。 

 第21条第１号中「33万円」を「43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民

健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有する者（前年中に

法第703条の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和40年法律第33号）第28条

第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が55万円を超える者に限る。）を

いう。以下この号において同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年

中に法第703条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第35条第３項に規定する

公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受

けた者（年齢65歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が60万円を超える

者に限り、年齢65歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が110万円を超

える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条

において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、43万円に当該

給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）」

に改め、同条第２号及び第３号中「33万円」を「43万円（納税義務者並びにその世

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の

数が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額）」に改める。 

 第21条の２中「「総所得金額」」を「「総所得金額及び」」に、「次号及び第３号にお

いて同じ。)」を「以下この条において同じ。)及び」に改める。 

附則第４項中「所得税法（昭和40年法律第33号）」を「所得税法」に、「同項中「法

第703条の５に規定する総所得金額」」を「同条中「法第703条の５に規定する総所得

金額及び山林所得金額」」に、「、「法」を「「法」に、「とする。）」」を「とする。）及

び山林所得金額」と、「110万円」とあるのは「125万円」」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の豊岡市国民健康保険税条例の規定は、令和３年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和２年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 
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豊岡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案要綱 

 

１ 改正の内容 

 国民健康保険税の減額の対象者を判定する所得の算定について、個人所得課税

の見直しに対応するため、当該算定における基礎控除額相当分の基準額を33万円

から43万円に引き上げ、当該事項に属する課税の特例を定める読替規定の整備を

行うこと。（第21条、第21条の２、附則第４項関係） 

 

２ 附則 

⑴ この条例は、令和３年１月１日から施行すること。（改正条例附則第１項） 

⑵ 改正後の条例の規定は、令和３年度以後の年度分の国民健康保険税について

適用し、令和２年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による

こと。（改正条例附則第２項） 

-88-



豊
岡
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
新
旧
対
照
表
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

（
国
民
健
康
保
険
税
の
減
額
）
 

（
国
民
健
康
保
険
税
の
減
額
）

 

第
21
条

 
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
掲
げ
る
国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
に
対

し
て
課
す
る
国
民
健
康
保
険
税
の
額
は
、
第
２
条
第
２
項
本
文
の
基
礎
課
税
額
か

ら
当
該
各
号
の
ア
及
び
イ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得

た
額
が
63
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
63
万
円
）
、
同
条
第
３
項
本
文
の
後
期
高
齢

者
支
援
金
等
課
税
額
か
ら
ウ
及
び
エ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減

額
し
て
得
た
額
が

1
9万

円
を
超
え
る
場
合
に
は
、

1
9万

円
）
並
び
に
同
条
第
４
項

本
文
の
介
護
納
付
金
課
税
額
か
ら
当
該
各
号
の
オ
及
び
カ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し

て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得
た
額
が
17
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
17
万
円
）
の

合
算
額
と
す
る
。
 

第
21
条

 
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
掲
げ
る
国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
に
対

し
て
課
す
る
国
民
健
康
保
険
税
の
額
は
、
第
２
条
第
２
項
本
文
の
基
礎
課
税
額
か

ら
当
該
各
号
の
ア
及
び
イ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得

た
額
が
63
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
63
万
円
）
、
同
条
第
３
項
本
文
の
後
期
高
齢

者
支
援
金
等
課
税
額
か
ら
ウ
及
び
エ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減

額
し
て
得
た
額
が

1
9万

円
を
超
え
る
場
合
に
は
、

1
9
万
円
）
並
び
に
同
条
第
４
項

本
文
の
介
護
納
付
金
課
税
額
か
ら
当
該
各
号
の
オ
及
び
カ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し

て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得
た
額
が
1
7万

円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
1
7万

円
）
の

合
算
額
と
す
る
。
 

⑴
 
法
第

7
0
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、
3
3万

円
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

⑴
 
法
第

7
0
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、

4
3万

円
（
納
税
義
務
者
並
び
に
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
う
ち
給
与
所
得
を
有
す
る
者
（
前
年
中

に
法
第
70
3条

の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
法
（
昭
和
4
0年

法

律
第

3
3号

）
第

2
8
条
第
１
項
に
規
定
す
る
給
与
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
３
項
に

規
定
す
る
給
与
所
得
控
除
額
の
控
除
を
受
け
た
者
（
同
条
第
１
項
に
規
定
す
る

給
与
等
の
収
入
金
額
が
5
5万

円
を
超
え
る
者
に
限
る
。）

を
い
う
。
以
下
こ
の
号

に
お
い
て
同
じ
。）

の
数
及
び
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
を
有
す
る
者
（
前
年
中

に
法
第

7
0
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
法
第

3
5
条
第
３

項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
４
項
に
規
定
す
る

公
的
年
金
等
控
除
額
の
控
除
を
受
け
た
者
（
年
齢

6
5
歳
未
満
の
者
に
あ
っ
て
は

当
該
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が

6
0万

円
を
超
え
る
者
に
限
り
、
年
齢

6
5
歳
以
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を
超
え
な
い
世
帯
に
係
る
納
税
義
務

者
 

上
の
者
に
あ
っ
て
は
当
該
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が

1
1
0
万
円
を
超
え
る
者

に
限
る
。）

を
い
い
、
給
与
所
得
を
有
す
る
者
を
除
く
。）

の
数
の
合
計
数
（
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
「
給
与
所
得
者
等
の
数
」
と
い
う
。）

が
２
以
上
の
場
合
に
あ

っ
て
は
、

43
万
円
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数
に

1
0
万
円

を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
）
を
超
え
な
い
世
帯
に
係
る
納
税
義
務

者
 

ア
～
カ
 
略
 

ア
～
カ
 
略
 

⑵
 
法
第

7
0
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、
3
3万

円
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同

一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

2
8
万

5
,
0
0
0
円
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世

帯
に
係
る
納
税
義
務
者
（
前
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
。
）
 

⑵
 
法
第

7
0
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、

4
3万

円
（
納
税
義
務
者
並
び
に
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
う
ち
給
与
所
得
者
等
の
数
が
２
以
上
の

場
合
に
あ
っ
て
は
、

4
3
万
円
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数

に
10
万
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
）
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同

一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

2
8
万

5
,
0
0
0
円
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世

帯
に
係
る
納
税
義
務
者
（
前
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
。
）
 

ア
～
カ
 
略
 

ア
～
カ
 
略
 

⑶
 
法
第

7
0
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、
3
3万

円
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同

一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

52
万
円
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世
帯
に
係

る
納
税
義
務
者
（
前
２
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
。
）
 

⑶
 
法
第

7
0
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、

4
3万

円
（
納
税
義
務
者
並
び
に
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
う
ち
給
与
所
得
者
等
の
数
が
２
以
上
の

場
合
に
あ
っ
て
は
、

4
3
万
円
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数

に
10
万
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
）
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同

一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

5
2
万
円
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世
帯
に
係

る
納
税
義
務
者
（
前
２
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
。
）
 

ア
～
カ
 
略
 

ア
～
カ
 
略
 

 
（
特
例
対
象
被
保
険
者
等
に
係
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
）

 
 
（
特
例
対
象
被
保
険
者
等
に
係
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
）

 

第
21
条
の
２

 
国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
で
あ
る
世
帯
主
又
は
そ
の
世
帯
に

第
21
条
の
２

 
国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
で
あ
る
世
帯
主
又
は
そ
の
世
帯
に
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属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
若
し
く
は
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
が
特
例
対

象
被
保
険
者
等
（
法
第
70
3条

の
５
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
特
例
対
象
被
保
険
者

等
を
い
う
。
第
22
条
の
２
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
３
条
及
び

前
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
３
条
第
１
項
中
「
規
定
す
る
総
所
得
金
額
」

と
あ
る
の
は
「
規
定
す
る
総
所
得
金
額
（
第

2
1条

の
２
に
規
定
す
る
特
例
対
象
被

保
険
者
等
の
総
所
得
金
額
に
給
与
所
得
が
含
ま
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当

該
給
与
所
得
に
つ
い
て
は
、
所
得
税
法
第

28
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し

た
金
額
の
10
0分

の
30
に
相
当
す
る
金
額
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
次
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
」
と
、
「
同
条
第
２
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
31
4条

の
２
第
２
項
」
と
、

前
条
第
１
号
中
「
総
所
得
金
額
」
 
 
と
あ
る
の
は
「
総
所
得
金
額
（
次
条
に
規
定

す
る
特
例
対
象
被
保
険
者
等
の
総
所
得
金
額
に
給
与
所
得
が
含
ま
れ
て
い
る
場
合

に
お
い
て
は
、
当
該
給
与
所
得
に
つ
い
て
は
、
所
得
税
法
第

28
条
第
２
項
の
規
定

に
よ
っ
て
計
算
し
た
金
額
の
10
0分

の
30
に
相
当
す
る
金
額
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

次
号
及
び
第
３
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
と
す
る
。
 

属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
若
し
く
は
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
が
特
例
対

象
被
保
険
者
等
（
法
第
7
0
3条

の
５
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
特
例
対
象
被
保
険
者

等
を
い
う
。
第

22
条
の
２
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
３
条
及
び

前
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
３
条
第
１
項
中
「
規
定
す
る
総
所
得
金
額
」

と
あ
る
の
は
「
規
定
す
る
総
所
得
金
額
（
第

2
1条

の
２
に
規
定
す
る
特
例
対
象
被

保
険
者
等
の
総
所
得
金
額
に
給
与
所
得
が
含
ま
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当

該
給
与
所
得
に
つ
い
て
は
、
所
得
税
法
第

2
8
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し

た
金
額
の

10
0分

の
3
0に

相
当
す
る
金
額
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
次
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
」
と
、
「
同
条
第
２
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第

3
14
条
の
２
第
２
項
」
と
、

前
条
第
１
号
中
「
総
所
得
金
額
及
び
」
と
あ
る
の
は
「
総
所
得
金
額
（
次
条
に
規
定

す
る
特
例
対
象
被
保
険
者
等
の
総
所
得
金
額
に
給
与
所
得
が
含
ま
れ
て
い
る
場
合

に
お
い
て
は
、
当
該
給
与
所
得
に
つ
い
て
は
、
所
得
税
法
第

2
8
条
第
２
項
の
規
定

に
よ
っ
て
計
算
し
た
金
額
の
10
0分

の
3
0に

相
当
す
る
金
額
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
」
と
す
る
。
 

附
 
則
 

附
 
則
 

１
～
３
 
略
 

１
～
３
 
略
 

（
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
係
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
）
 

（
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
係
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
）
 

４
 
当
分
の
間
、
世
帯
主
又
は
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
若

し
く
は
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
が
、
前
年
中
に
所
得
税
法
（
昭
和

4
0
年
法
律
第

3
3

号
）
第
3
5条

第
３
項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
４

項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
控
除
額
（
年
齢

6
5歳

以
上
で
あ
る
者
に
係
る
も
の
に

限
る
。
）
の
控
除
を
受
け
た
場
合
に
お
け
る
第
21
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、

同
項
中
「
法
第
70
3条

の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
」
 
 
 
 
 
 
 
 
と
あ

る
の
は
、
「
法
第

70
3条

の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
（
所
得
税
法
第
35
条
第
３

項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
２
項
第
１
号
の

４
 
当
分
の
間
、
世
帯
主
又
は
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
若

し
く
は
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
が
、
前
年
中
に
所
得
税
法

 
 
 
 
 

 
 
 

 

 
 
第
3
5条

第
３
項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
４

項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
控
除
額
（
年
齢

6
5歳

以
上
で
あ
る
者
に
係
る
も
の
に

限
る
。
）
の
控
除
を
受
け
た
場
合
に
お
け
る
第
2
1条

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、

同
条
中
「
法
第

70
3条

の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
」
と
あ

る
の
は
「
法
 
第
7
0
3条

の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
（
所
得
税
法
第
3
5条

第
３

項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
２
項
第
１
号
の
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規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
金
額
か
ら

1
5万

円
を
控
除
し
た
金
額
に
よ
る
も
の
と
す

る
。
）
」
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
と

す
る
。
 

規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
金
額
か
ら

1
5万

円
を
控
除
し
た
金
額
に
よ
る
も
の
と
す

る
。
）
及
び
山
林
所
得
金
額
」
と
、「

1
1
0万

円
」
と
あ
る
の
は
「
1
2
5万

円
」
と
す

る
。
 

５
～

16
 
略
 

５
～

16
 
略
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第158号議案 

 

豊岡市地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除に関す 

る条例の一部を改正する条例制定について 

 

 豊岡市地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律の改正に

伴い、同法の規定に属する省令名に係る所要の規定の整理を行うため。 
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豊岡市条例第   号 

 

豊岡市地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除に関する条例

の一部を改正する条例 

 

 豊岡市地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除に関する条例（平

成21年豊岡市条例第14号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法

律第25条の地方公共団体等を定める省令」を「地域経済牽引事業の促進による地域

の成長発展の基盤強化に関する法律第26条の地方公共団体等を定める省令」に改め

る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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豊岡市地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除に関する条例

の一部を改正する条例案要綱 

 

１ 改正の内容  

 目的規定に規定する省令名を改めること。（第１条関係) 

 

２ 附則 

この条例は、公布の日から施行すること。 
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豊
岡
市
地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進
の
た
め
の
固
定
資
産
税
の
課
税
免
除
に
関
す
る
条
例
新
旧
対
照
表
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

（
目
的
）
 

（
目
的
）
 

第
１
条

 
こ
の
条
例
は
、
地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進
に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の

基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
19
年
法
律
第
40
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第

４
条
第
６
項
の
規
定
に
よ
る
同
意
を
得
た
基
本
計
画
に
定
め
ら
れ
た
促
進
区
域

（
以
下
「
同
意
促
進
区
域
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進

に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の
基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
第

25
条
の
地
方
公
共
団
体

等
を
定
め
る
省
令
（
平
成
19
年
総
務
省
令
第

94
号
）
第
２
条
に
定
め
る
施
設
（
以
下

「
対
象
施
設
」
と
い
う
。
）
を
設
置
し
た
事
業
者
（
法
第
13
条
第
４
項
の
規
定
に
よ

り
承
認
を
受
け
た
事
業
者
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
、
地
方
税
法
（
昭
和
25
年
法
律
第

22
6号

）
第
６
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
固
定
資
産
税
の
課
税
免
除
を
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
地
域
経
済
牽け
ん

引
事
業
の
促
進
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
 

第
１
条

 
こ
の
条
例
は
、
地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進
に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の

基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成

1
9年

法
律
第
4
0号

。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第

４
条
第
６
項
の
規
定
に
よ
る
同
意
を
得
た
基
本
計
画
に
定
め
ら
れ
た
促
進
区
域

（
以
下
「
同
意
促
進
区
域
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進

に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の
基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
第

26
条
の
地
方
公
共
団
体

等
を
定
め
る
省
令
（
平
成
19
年
総
務
省
令
第

9
4号

）
第
２
条
に
定
め
る
施
設
（
以
下

「
対
象
施
設
」
と
い
う
。
）
を
設
置
し
た
事
業
者
（
法
第

1
3条

第
４
項
の
規
定
に
よ

り
承
認
を
受
け
た
事
業
者
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
、
地
方
税
法
（
昭
和

2
5年

法
律
第

22
6
号
）
第
６
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
固
定
資
産
税
の
課
税
免
除
を
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
地
域
経
済
牽け
ん

引
事
業
の
促
進
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
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第159号議案 

    

   豊岡市立心身障害者小規模通所作業所の設置及び管理に関する条例の    

一部を改正する条例制定について 

 

 豊岡市立心身障害者小規模通所作業所の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

 

  令和２年11月27日提出 

                                      

                        豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

 日高共同作業所を廃止するため。  
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豊岡市条例第   号 

 

豊岡市立心身障害者小規模通所作業所の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例 

 

豊岡市立心身障害者小規模通所作業所の設置及び管理に関する条例（平成17年豊岡

市条例第99号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「別表の」を「次に掲げる」に改め、同条に次の各号を加える。 

  ⑴ 名称 豊岡市竹野心身障害者小規模通所作業所 

 ⑵ 位置 豊岡市竹野町須谷1466番地の１ 

 第４条を次のように改める。 

（休所日） 

第４条 作業所の休所日は、次に掲げる日とする。ただし、指定管理者は、特に必

要があると認めるときは市長の承認を得て、休所日を変更し、又は臨時の休所日

を定めることができる。 

⑴ 日曜日及び土曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第３条の休日 

⑶ 12月29日から翌年の１月３日まで 

第５条を第６条とし、第４条の次に次の１条を加える。 

（開所時間） 

第５条 作業所の開所時間は、午前８時30分から午後５時までとする。ただし、指

定管理者は、特に必要があると認めるときは市長の承認を得て、開所時間を変更

することができる。 

 附則第３項中「第４条」の右に「及び第５条」を加え、「同条中「指定管理者が」を

「第４条及び第５条中「指定管理者は、特に必要があると認めるときは」に、「「市長

が」を「「市長は、特に必要があると認めるときは」に改める。 

 別表を削る。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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   豊岡市立心身障害者小規模通所作業所の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例案要綱 

 

１ 改正の内容 

  日高共同作業所の廃止を行うこと及び当該廃止による竹野心身障害者小規模通

所作業所に係る規定の整備を行うこと。（第２条、第４条、第５条、附則第３項関

係） 

 

２ 附則 

  この条例は、令和３年４月１日から施行すること。 
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豊
岡
市
立
心
身
障
害
者
小
規
模
通
所
作
業
所
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
新
旧
対
照
表
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

（
名
称
及
び
位
置
）
 

（
名
称
及
び
位
置
）
 

第
２
条
 
作
業
所
の
名
称
及
び
位
置
は
、
別
表
の
 
 
と
お
り
と
す
る
。
 

第
２
条
 
作
業
所
の
名
称
及
び
位
置
は
、
次
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。
 

 
⑴

 
名
称
 
豊
岡
市
竹
野
心
身
障
害
者
小
規
模
通
所
作
業
所
 

 
⑵

 
位
置
 
豊
岡
市
竹
野
町
須
谷
1
46
6番

地
の
１
 

（
休
所
日
及
び
開
所
時
間
）
 

（
休
所
日
）
 

第
４
条

 
作
業
所
の
休
所
日
及
び
開
所
時
間
は
、
指
定
管
理
者
が
市
長
の
承
認
を
得

て
定
め
る
。
 

第
４
条

 
作
業
所
の
休
所
日
は
、
次
に
掲
げ
る
日
と
す
る
。
た
だ
し
、
指
定
管
理
者

は
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
市
長
の
承
認
を
得
て
、
休
所
日
を
変
更

し
、
又
は
臨
時
の
休
所
日
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 
⑴

 
日
曜
日
及
び
土
曜
日
 

 
⑵

 
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
2
3
年
法
律
第
1
78
号
）
第
３
条
の
休
日
 

 
⑶

 
12
月
29
日
か
ら
翌
年
の
１
月
３
日
ま
で
 

 
（
開
所
時
間
）
 

 
第
５
条
 
作
業
所
の
開
所
時
間
は
、
午
前
８
時
30
分
か
ら
午
後
５
時
ま
で
と
す
る
。
た

だ
し
、
指
定
管
理
者
は
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
市
長
の
承
認
を
得

て
、
開
所
時
間
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
委
任
）
 

（
委
任
）
 

第
５
条
 
略
 

第
６
条
 
略
 

 
 
 
附
 
則
 

 
 
 
附
 
則
 

１
・
２
 
略
 

１
・
２
 
略
 

 
（
指
定
管
理
者
不
在
等
期
間
に
お
け
る
作
業
所
の
管
理
に
関
す
る
業
務
）
 

 
（
指
定
管
理
者
不
在
等
期
間
に
お
け
る
作
業
所
の
管
理
に
関
す
る
業
務
）
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３
 
市
長
が
指
定
管
理
者
の
指
定
を
取
り
消
し
た
場
合
又
は
業
務
の
停
止
を
命
じ
た

場
合
は
、
そ
の
時
か
ら
そ
の
直
後
に
指
定
管
理
者
を
指
定
し
、
又
は
当
該
停
止
の
期

間
が
満
了
す
る
時
ま
で
の
間
に
お
け
る
当
該
指
定
を
取
り
消
し
、
又
は
業
務
の
停

止
を
命
じ
た
作
業
所
に
係
る
第
４
条
 

 
 

 
 
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、

同
条
中
「
指
定
管
理
者
が

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
市

長
の
承
認
を
得
て
」
と
あ
る
の
は
、
「
市
長
が
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
」
と
す
る
。
 

３
 
市
長
が
指
定
管
理
者
の
指
定
を
取
り
消
し
た
場
合
又
は
業
務
の
停
止
を
命
じ
た

場
合
は
、
そ
の
時
か
ら
そ
の
直
後
に
指
定
管
理
者
を
指
定
し
、
又
は
当
該
停
止
の
期

間
が
満
了
す
る
時
ま
で
の
間
に
お
け
る
当
該
指
定
を
取
り
消
し
、
又
は
業
務
の
停

止
を
命
じ
た
作
業
所
に
係
る
第
４
条
及
び
第
５
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、

第
４
条
及
び
第
５
条
中
「
指
定
管
理
者
は
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
市

長
の
承
認
を
得
て
」
と
あ
る
の
は
、
「
市
長
は
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
」
と
す
る
。
 

別
表
（
第
２
条
関
係
）
 

 

名
称
 

位
置
 

豊
岡
市
立
竹
野
心
身
障
害
者
小
規
模
通
所

作
業
所
 

豊
岡
市
竹
野
町
須
谷

14
66
番
地
の
１
 

豊
岡
市
立
日
高
共
同
作
業
所
 

豊
岡
市
日
高
町
祢
布

13
06
番
地
の
２
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第160号議案 

 

豊岡市立老人福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例制定について 

 

豊岡市立老人福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

竹野老人福祉センターを廃止するため。 
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豊岡市条例第   号 

 

豊岡市立老人福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例 

 

豊岡市立老人福祉センターの設置及び管理に関する条例（平成17年豊岡市条例第

96号）の一部を次のように改正する。 

第２条各号を次のように改める。 

⑴ 名称 豊岡市立長寿園 

⑵ 位置 豊岡市幸町10番６号 

第４条の３の見出し中「及び開館時間」を削り、同条第１項中「及び開館時間」

を削り、「別表第１のとおり」を「次に掲げる日」に改め、「若しくは開館時間」

を削り、同項に次の各号を加える。 

⑴ 日曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第３条の休日 

⑶ 12月29日から翌年の１月３日まで 

第４条の３第２項中「若しくは開館時間」を削る。 

第４条の３の次に次の１条を加える。 

（開館時間） 

第４条の４ センターの開館時間は、午前９時から午後10時までとする。ただし、

指定管理者は、特に必要があると認めるときは、その時間を変更することができ

る。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による開館時間の変更について準用する。 

第５条第１項中「別表第２に掲げる施設」を「センター」に改める。 

第10条第２項中「別表第２」を「別表」に改める。 

附則第３項中「第４条の３第１項」の右に「、第４条の４第１項」を加える。 

別表第１を削る。 

別表第２中「第５条、」及び「１ 豊岡市立長寿園」を削り、同表の２の表を削

り、別表第２を別表とする。 

附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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豊岡市立老人福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例案要綱 

 

１ 改正の内容 

竹野老人福祉センターを廃止するために必要な規定の整備をすること。（第２

条、第４条の３、第４条の４、第５条、第10条、附則第３項、別表関係） 

 

２ 附則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行すること。 
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豊
岡
市
立
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
新
旧
対
照
表
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

（
名
称
及
び
位
置
）
 

（
名
称
及
び
位
置
）
 

第
２
条
 
セ
ン
タ
ー
の
名
称
及
び
位
置
は
、
次
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。
 

第
２
条
 
セ
ン
タ
ー
の
名
称
及
び
位
置
は
、
次
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。
 

⑴
 
豊
岡
市
立
長
寿
園
 
豊
岡
市
幸
町
10
番
６
号
 

⑴
 
名
称
 
豊
岡
市
立
長
寿
園
 

⑵
 
豊
岡
市
立
竹
野
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
 
豊
岡
市
竹
野
町
竹
野
29
44
番
地
の
１
 

⑵
 
位
置
 
豊
岡
市
幸
町
1
0番

６
号
 

（
休
館
日
及
び
開
館
時
間
）
 

（
休
館
日

 
 
 
 
 
 
）
 

第
４
条
の
３

 
セ
ン
タ
ー
の
休
館
日
及
び
開
館
時
間
は
、
別
表
第
１
の
と
お
り
と
す

る
。
た
だ
し
、
指
定
管
理
者
は
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
休
館
日
若

し
く
は
開
館
時
間
を
変
更
し
、
又
は
臨
時
の
休
館
日
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

第
４
条
の
３

 
セ
ン
タ
ー
の
休
館
日

 
 
 
 

 
 
は
、
次
に
掲
げ
る
日

 
 
と
す

る
。
た
だ
し
、
指
定
管
理
者
は
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
休
館
日

 

 
 
 
 
 
 
 
を
変
更
し
、
又
は
臨
時
の
休
館
日
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

⑴
 
日
曜
日
 

⑵
 
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
2
3
年
法
律
第
1
78
号
）
第
３
条
の
休
日
 

⑶
 
12
月
29
日
か
ら
翌
年
の
１
月
３
日
ま
で
 

２
 
指
定
管
理
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
休
館
日
若
し
く
は
開
館
時
間
を
変
更
し
、

又
は
臨
時
の
休
館
日
を
定
め
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
市
長
の
承
認
を
受
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
指
定
管
理
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
休
館
日
 
 
 
 
 
 
 
 
を
変
更
し
、

又
は
臨
時
の
休
館
日
を
定
め
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
市
長
の
承
認
を
受
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 
（
開
館
時
間
）
 

 
第
４
条
の
４
 
セ
ン
タ
ー
の
開
館
時
間
は
、
午
前
９
時
か
ら
午
後
1
0時

ま
で
と
す
る
。

た
だ
し
、
指
定
管
理
者
は
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
時
間
を
変

更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 
２

 
前
条
第
２
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
開
館
時
間
の
変
更
に
つ
い
て
準

用
す
る
。
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（
使
用
の
許
可
）
 

（
使
用
の
許
可
）
 

第
５
条

 
別
表
第
２
に
掲
げ
る
施
設
を
使
用
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
指
定
管
理
者
の

許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

第
５
条

 
セ
ン
タ
ー

 
 
 
 

 
 
を
使
用
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
指
定
管
理
者
の

許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
略
 

２
 
略
 

（
利
用
料
金
）
 

（
利
用
料
金
）
 

第
10
条
 
略
 

第
10
条
 
略
 

２
 
セ
ン
タ
ー
の
使
用
者
は
、
別
表
第
２
に
定
め
る
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
あ
ら
か

じ
め
市
長
の
承
認
を
得
て
指
定
管
理
者
が
定
め
る
額
の
利
用
料
金
を
指
定
管
理
者

に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
セ
ン
タ
ー
の
使
用
者
は
、
別
表
 

 
に
定
め
る
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
あ
ら
か

じ
め
市
長
の
承
認
を
得
て
指
定
管
理
者
が
定
め
る
額
の
利
用
料
金
を
指
定
管
理
者

に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

３
・
４
 
略
 

３
・
４
 
略
 

附
 
則
 

附
 
則
 

１
・
２
 
略
 

１
・
２
 
略
 

（
指
定
管
理
者
不
在
等
期
間
に
お
け
る
セ
ン
タ
ー
の
管
理
に
関
す
る
業
務
）
 

（
指
定
管
理
者
不
在
等
期
間
に
お
け
る
セ
ン
タ
ー
の
管
理
に
関
す
る
業
務
）
 

３
 
市
長
が
指
定
管
理
者
の
指
定
を
取
り
消
し
た
場
合
又
は
業
務
の
停
止
を
命
じ
た

場
合
は
、
そ
の
時
（
以
下
「
指
定
管
理
者
不
在
等
開
始
時
」
と
い
う
。
）
か
ら
そ
の

直
後
に
指
定
管
理
者
を
指
定
し
、
又
は
当
該
停
止
の
期
間
が
満
了
す
る
時
ま
で
の

間
（
以
下
「
指
定
管
理
者
不
在
等
期
間
」
と
い
う
。
）
に
お
け
る
当
該
指
定
を
取
り

消
し
、
又
は
業
務
の
停
止
を
命
じ
た
セ
ン
タ
ー
に
係
る
第
４
条
の
３
第
１
項

 
 

 
 
 
 
 
 
 
、
第
５
条
、
第
６
条
、
第
８
条
第
１
項
、
第
９
条
、
第

11
条
、
第

1
3
条
並
び
に
第

14
条
第
２
項
及
び
第
３
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら

の
規
定
中
「
指
定
管
理
者
」
と
あ
る
の
は
、
「
市
長
」
と
す
る
。
 

３
 
市
長
が
指
定
管
理
者
の
指
定
を
取
り
消
し
た
場
合
又
は
業
務
の
停
止
を
命
じ
た

場
合
は
、
そ
の
時
（
以
下
「
指
定
管
理
者
不
在
等
開
始
時
」
と
い
う
。
）
か
ら
そ
の

直
後
に
指
定
管
理
者
を
指
定
し
、
又
は
当
該
停
止
の
期
間
が
満
了
す
る
時
ま
で
の

間
（
以
下
「
指
定
管
理
者
不
在
等
期
間
」
と
い
う
。
）
に
お
け
る
当
該
指
定
を
取
り

消
し
、
又
は
業
務
の
停
止
を
命
じ
た
セ
ン
タ
ー
に
係
る
第
４
条
の
３
第
１
項
、
第

４
条
の
４
第
１
項
、
第
５
条
、
第
６
条
、
第
８
条
第
１
項
、
第
９
条
、
第

1
1条

、
第

1
3
条
並
び
に
第

1
4条

第
２
項
及
び
第
３
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら

の
規
定
中
「
指
定
管
理
者
」
と
あ
る
の
は
、
「
市
長
」
と
す
る
。
 

４
・
５
 
略
 

４
・
５
 
略
 

別
表
第
１
（
第
４
条
の
３
関
係
）
 

 

名
称
 

休
館
日
 

開
館
時
間
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豊
岡
市
立
長
寿
園
 ⑴

 
日
曜
日
 

⑵
 
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

2
3

年
法
律
第
17
8号

）
第
３
条
の
休
日
 

⑶
 
12
月
29
日
か
ら
翌
年
の
１
月
３
日
ま
で
 午

前
９

時
か

ら

午
後
10
時
ま
で
 

豊
岡
市
立
竹
野
老

人
福
祉
セ
ン
タ
ー
 ⑴

 
日
曜
日
及
び
土
曜
日
 

⑵
 
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
第

3
条
の

休
日
 

⑶
 
12
月
29
日
か
ら
翌
年
の
１
月
３
日
ま
で
 午

前
９

時
か

ら

午
後
10
時
ま
で
 

 

別
表
第
２
（
第
５
条
、
第
10
条
関
係
）
 

別
表

 
 
（
 
 
 
 
第
1
0条

関
係
）
 

１
 
豊
岡
市
立
長
寿
園
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
略
 

 

 
略
 

 

２
 
豊
岡
市
立
竹
野
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
 

 

区
分
 

利
用
料
金
の
限
度
額
 

午
前
９
時
か
ら
午
後

零
時
ま
で
 

午
後
１
時
か
ら
午
後

５
時
ま
で
 

午
後
６
時
か
ら
午
後

10
時
ま
で
 

集
会

及
び

運
動

指
導
室
 

3,
70
0円

 
4,
20
0円

 
5,
20
0円

 

教
養
娯
楽
室
 

1,
30
0円

 
1,
40
0円

 
1,
90
0円

 

図
書
室
 

80
0円

 
90
0円

 
1,
50
0円

 

生
活
相
談
室
 

80
0円

 
90
0円

 
1,
50
0円

 

健
康
相
談
室
 

80
0円

 
90
0円

 
1,
50
0円

 

備
考
 

１
 
使
用
者
が
営
利
を
目
的
と
し
て
使
用
す
る
場
合
の
利
用
料
金
の
限
度
額

は
、
こ
の
表
に
規
定
す
る
そ
れ
ぞ
れ
の
額
の
２
倍
に
相
当
す
る
額
と
す
る
。
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２
 
冷
暖
房
を
使
用
す
る
場
合
は
、
こ
の
表
に
規
定
す
る
そ
れ
ぞ
れ
の
額
の
３

割
に
相
当
す
る
額
を
加
算
す
る
。
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第161号議案 

 

   豊岡都市計画事業稲葉川土地区画整理事業施行条例の一部を改正する    

条例制定について 

 

 豊岡都市計画事業稲葉川土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

                        豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

 土地区画整理法施行令の改正に伴い、土地区画整理事業の清算金に付すべき利子

の利率を引き下げる等の改正を行うため。 
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豊岡市条例第   号 

 

   豊岡都市計画事業稲葉川土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例 

 

 豊岡都市計画事業稲葉川土地区画整理事業施行条例（平成19年豊岡市条例第43号）

の一部を次のように改正する。 

 第27条第３項中「６パーセント」を「３パーセント」に改める。 

 第39条中「土地区画整理登記令施行細則（昭和30年法務省令第137号）第９条の規

定による登記が完了した旨の通知があった」を「不動産登記規則（平成17年法務省

令第18号）第181条第１項の規定による登記完了証の交付を受けた」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和３年１月１日から施行する。 
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   豊岡都市計画事業稲葉川土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例案

要綱 

 

１ 改正の内容 

 ⑴ 清算金を分割徴収する場合に付すべき利子の利率を、年６パーセントから年

３パーセントに引き下げること。（第27条関係） 

 ⑵ 登記完了の公告は、不動産登記規則による登記完了証の交付を受けたときに

行うこと。（第39条関係） 

 

２ 附則 

  この条例は、令和３年１月１日から施行すること。 
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豊
岡
都
市
計
画
事
業
稲
葉
川
土
地
区
画
整
理
事
業
施
行
条
例
新
旧
対
照
表
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

（
清
算
金
の
分
割
徴
収
又
は
分
割
交
付
）
 

（
清
算
金
の
分
割
徴
収
又
は
分
割
交
付
）
 

第
27
条
 
略
 

第
27
条
 
略
 

２
 
略
 

２
 
略
 

３
 
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
清
算
金
を
分
割
徴
収
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
清
算

金
に
付
す
べ
き
利
子
の
利
率
は
年
６
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
。
 

３
 
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
清
算
金
を
分
割
徴
収
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
清
算

金
に
付
す
べ
き
利
子
の
利
率
は
年
３
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
。
 

（
登
記
完
了
の
公
告
) 

（
登
記
完
了
の
公
告
）
 

第
39
条
 
施
行
者
は
、
土
地
区
画
整
理
登
記
令
施
行
細
則
（
昭
和

30
年
法
務
省
令
第

13
7
号
）
第
９
条
の
規
定
に
よ
る
登
記
が
完
了
し
た
旨
の
通
知
が
あ
っ
た
と
き
は
、

そ
の
旨
を
公
告
す
る
。
 

第
39
条
 
施
行
者
は
、
不
動
産
登
記
規
則
（
平
成

1
7年

法
務
省
令
第
1
8号

）
第

1
81
条

第
１
項
の
規
定
に
よ
る
登
記
完
了
証
の
交
付
を
受
け
た

 
 

 
 
 

 
と
き
は
、

そ
の
旨
を
公
告
す
る
。
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第162号議案 

 

豊岡市立小学校及び中学校の設置に関する条例及び豊岡市立放課後児    

童クラブの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例制定につ    

いて 

 

 豊岡市立小学校及び中学校の設置に関する条例及び豊岡市立放課後児童クラブの

設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

 五荘小学校及び奈佐小学校の統合並びに港東小学校及び港西小学校の統合に伴い、

小学校及び放課後児童クラブの設置に関する規定の整備を行うため。 
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「 

」 

「 

」 

「 

」 
「 

」 

豊岡市条例第   号 

 

豊岡市立小学校及び中学校の設置に関する条例及び豊岡市立放課後児童クラ

ブの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

 （豊岡市立小学校及び中学校の設置に関する条例の一部改正） 

第１条 豊岡市立小学校及び中学校の設置に関する条例（平成17年豊岡市条例第161

号）の一部を次のように改正する。 

  別表中「⑴」を「１」に、    

 

                             を 

 

 

                             に、「⑵」を「２」 

 に改める。 

 （豊岡市立放課後児童クラブの設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第２条 豊岡市立放課後児童クラブの設置及び管理に関する条例（平成17年豊岡市

条例第92号）の一部を次のように改正する。 

 

  別表第１中                             

   

 

 を                               に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （豊岡市立学校施設の使用料の徴収に関する条例の一部改正） 

２ 豊岡市立学校施設の使用料の徴収に関する条例（平成19年豊岡市条例第59号）

の一部を次のように改正する。 

  別表備考３中「、奈佐小学校、港西小学校」を削る。 

 

豊岡市立奈佐小学校 豊岡市吉井620番地 

豊岡市立港東小学校 豊岡市気比3291番地の235 

豊岡市立港西小学校 豊岡市瀬戸57番地 

 
豊岡市立港小学校 豊岡市気比3291番地の235 

 

豊岡市立港放課後児童クラブ 豊岡市気比3291番地の235 

 

豊岡市立奈佐放課後児童クラブ 豊岡市吉井620番地 

豊岡市立港東放課後児童クラブ 豊岡市瀬戸57番地 

豊岡市立港西放課後児童クラブ 豊岡市瀬戸57番地 

 

-121-



   豊岡市立小学校及び中学校の設置に関する条例及び豊岡市立放課後児童クラ

ブの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例案要綱 

 

１ 改正の内容 

⑴ 豊岡市立小学校及び中学校の設置に関する条例の一部改正（第１条関係） 

奈佐小学校を廃止し、港東小学校及び港西小学校を統合する港小学校を設置

すること。（別表関係） 

⑵ 豊岡市立放課後児童クラブの設置及び管理に関する条例の一部改正（第２条

関係） 

奈佐放課後児童クラブを廃止し、港東放課後児童クラブ及び港西放課後児童

クラブを統合する港放課後児童クラブを設置すること。（別表第１関係） 

 

２ 附則 

 ⑴ この条例は、令和３年４月１日から施行すること。（附則第１項関係） 

 ⑵ 豊岡市立学校施設の使用料の徴収に関する条例について、所要の規定の整理

を行うこと。（附則第２項関係） 
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豊
岡
市
立
小
学
校
及
び
中
学
校
の
設
置
に
関
す
る
条
例
新
旧
対
照
表
（
第
１
条
関
係
）
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

別
表
（
第
２
条
関
係
）
 

別
表
（
第
２
条
関
係
）
 

 
⑴

 
小
学
校
 

 
１

 
小
学
校
 

名
称
 

位
置
 

豊
岡
市
立
豊
岡
小
学
校
 

 

 
～
 

 
略
 

豊
岡
市
立
中
筋
小
学
校
 

 

豊
岡
市
立
奈
佐
小
学
校
 

豊
岡
市
吉
井
62
0番

地
 

豊
岡
市
立
港
東
小
学
校
 

豊
岡
市
気
比
32
91
番
地
の
23
5 

豊
岡
市
立
港
西
小
学
校
 

豊
岡
市
瀬
戸
57
番
地
 

豊
岡
市
立
神
美
小
学
校
 

 

 
～
 

 
略
 

豊
岡
市
立
資
母
小
学
校
 

 
 

名
称
 

位
置
 

豊
岡
市
立
豊
岡
小
学
校
 

 

 
～
 

 
略
 

豊
岡
市
立
中
筋
小
学
校
 

 

 
 

豊
岡
市
立
港
小
学
校
 

豊
岡
市
気
比
3
2
9
1番

地
の
2
35
 

 
 

豊
岡
市
立
神
美
小
学
校
 

 

 
～
 

 
略
 

豊
岡
市
立
資
母
小
学
校
 

 
 

 
⑵
 
中
学
校
 

 
２

 
中
学
校
 

 
略
 

 

 
略
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豊
岡
市
立
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
新
旧
対
照
表
（
第
２
条
関
係
）
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

別
表
第
１
（
第
２
条
関
係
）
 

別
表
第
１
（
第
２
条
関
係
）
 

名
称
 

位
置
 

豊
岡
市
立
豊
岡
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

 
～
 

豊
岡
市
立
中
筋
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

  
略
 

豊
岡
市
立
奈
佐
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

豊
岡
市
吉
井
62
0番

地
 

豊
岡
市
立
港
東
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

豊
岡
市
瀬
戸
57
番
地
 

豊
岡
市
立
港
西
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

豊
岡
市
瀬
戸
57
番
地
 

豊
岡
市
立
神
美
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

 
～
 

豊
岡
市
立
資
母
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

  
略
 

 

名
称
 

位
置
 

豊
岡
市
立
豊
岡
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

 
～
 

豊
岡
市
立
中
筋
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

  
略
 

 豊
岡
市
立
港
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

 

 豊
岡
市
気
比
3
2
9
1番

地
の
2
35
 

豊
岡
市
立
神
美
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

 
～
 

豊
岡
市
立
資
母
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
 

  
略
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豊
岡
市
立
学
校
施
設
の
使
用
料
の
徴
収
に
関
す
る
条
例
新
旧
対
照
表
（
附
則
第
２
項
関
係
）
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

別
表
（
第
２
条
関
係
）
 

別
表
（
第
２
条
関
係
）
 

区
分
 

使
用
料
 

午
前
９
時
か
ら

午
後
零
時
ま
で
 午

後
１
時
か
ら

午
後
５
時
ま
で
 午

後
６
時
か
ら

午
後

1
0
時
ま
で
 

屋
内
運
動
場
 

 
 

 

 
～
 

 
略
 

 
略
 

 
略
 

屋
外
運
動
場
 

 
 

 

備
考
 

１
・
２
 
略
 

３
 
屋
外
運
動
場
照
明
施
設
を
使
用
す
る
場
合
は
、
竹
野
小
学
校
、
中
竹
野
小
学

校
及
び
高
橋
小
学
校
に
あ
っ
て
は
１
時
間
当
た
り

30
0円

、
豊
岡
小
学
校
、
八

条
小
学
校
、
田
鶴
野
小
学
校
、
五
荘
小
学
校
、
新
田
小
学
校
、
中
筋
小
学
校
、

奈
佐
小
学
校
、
港
西
小
学
校
、
神
美
小
学
校
、
府
中
小
学
校
、
日
高
小
学
校
及

び
資
母
小
学
校
に
あ
っ
て
は
１
時
間
当
た
り

70
0円

、
城
崎
中
学
校
に
あ
っ
て

は
１
時
間
当
た
り
1,
10
0円

を
そ
れ
ぞ
れ
加
算
す
る
。
 

４
 
略
 

 
 

区
分
 

使
用
料
 

午
前
９
時
か
ら

午
後
零
時
ま
で
 午

後
１
時
か
ら

午
後
５
時
ま
で
 午

後
６
時
か
ら

午
後

1
0
時
ま
で
 

屋
内
運
動
場
 

 
 

 

 
～
 

 
略
 

 
略
 

 
略
 

屋
外
運
動
場
 

 
 

 

備
考
 

１
・
２
 
略
 

３
 
屋
外
運
動
場
照
明
施
設
を
使
用
す
る
場
合
は
、
竹
野
小
学
校
、
中
竹
野
小
学

校
及
び
高
橋
小
学
校
に
あ
っ
て
は
１
時
間
当
た
り

3
00
円
、
豊
岡
小
学
校
、
八

条
小
学
校
、
田
鶴
野
小
学
校
、
五
荘
小
学
校
、
新
田
小
学
校
、
中
筋
小
学
校
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
、
神
美
小
学
校
、
府
中
小
学
校
、
日
高
小
学
校
及

び
資
母
小
学
校
に
あ
っ
て
は
１
時
間
当
た
り

7
00
円
、
城
崎
中
学
校
に
あ
っ
て

は
１
時
間
当
た
り
1
,
1
00
円
を
そ
れ
ぞ
れ
加
算
す
る
。
 

４
 
略
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第163号議案 

 

   豊岡市火災予防条例の一部を改正する条例制定について 

 

 豊岡市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和２年11月27日提出 

 

                        豊岡市長 中 貝 宗 治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条

例の制定に関する基準を定める省令の改正に伴い、所要の規定の整備をするため。 
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豊岡市条例第   号 

 

豊岡市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

豊岡市火災予防条例（平成17年豊岡市条例第154号）の一部を次のように改正する。 

 第12条の２第１項中「第77条第13号」を「第77条第14号」に改める。 

第17条の２第１項中「変圧して、」の右に「電気自動車等（」を、「原動機付自転

車をいう。」の右に「第12号において同じ。）をいう。」を加え、「50キロワット」を

「200キロワット」に改め、同項中第14号を第18号とし、第13号を第17号とし、同項

第12号イ後段を削り、同号に次のように加え、同号を同項第16号とする。 

ウ 温度の異常を自動的に検知する構造とし、異常な高温又は低温を検知した

場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

 エ 制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、制御機能の異常を検知した

場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

第17条の２第１項第16号の前に次の３号を加える。 

⒀ コネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。

以下この号において同じ。）について、操作に伴う不時の落下を防止する措置を

講ずること。ただし、コネクターに十分な強度を有するものにあっては、この

限りでない。 

⒁ 充電用ケーブルを冷却するため液体を用いるものにあっては、当該液体が漏

れた場合に、漏れた液体が内部基板等の機器に影響を与えない構造とすること。

また、充電用ケーブルを冷却するために用いる液体の流量及び温度の異常を自

動的に検知する構造とし、当該液体の流量又は温度の異常を検知した場合には、

急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

⒂ 複数の充電用ケーブルを有し、複数の電気自動車等に同時に充電する機能を

有するものにあっては、出力の切替えに係る開閉器の異常を自動的に検知する

構造とし、当該開閉器の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停

止させる措置を講ずること。 

第17条の２第１項第11号を同項第12号とし、同項第７号から第10号までを１号ず

つ繰り下げ、同項第６号中「電気を動力源とする自動車等」を「電気自動車等」に

改め、同号を同項第７号とし、同項第５号中「電気を動力源とする自動車等」を「電

気自動車等」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「電気を動力源とする

自動車等」を「電気自動車等」に改め、同号を同項第５号とし、同項第１号から第

３号までを１号ずつ繰り下げ、同項に第１号として次の１号を加える。 

⑴ 急速充電設備（全出力50キロワット以下のもの及び消防長又は消防署長が認

める延焼を防止するための措置が講じられているものを除く。）を屋外に設け
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る場合にあっては、建築物から３メートル以上の距離を保つこと。ただし、不

燃材で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは、この限り

でない。 

第77条第17号中「充てんする」を「充塡する」に改め、同号を同条第18号とし、

同条第13号から第16号までを１号ずつ繰り下げ、同条第12号の次に次の１号を加え

る。 

⒀ 急速充電設備（全出力50キロワット以下のものを除く。） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされているこの条例によ

る改正後の豊岡市火災予防条例第17条の２第１項に規定する急速充電設備に係る

位置、構造及び管理に関する基準の適用については、なお従前の例による。 
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   豊岡市火災予防条例の一部を改正する条例案要綱 

  

１ 改正の内容 

⑴ 燃料電池発電設備に係る規定の整理をすること。（第12条の２関係） 

⑵ 急速充電設備の位置、構造及び管理に関する基準について、急速充電設備を

屋外に設ける場合は建築物から３メートル以上の距離を保つことの基準などを

見直すこと。（第17条の２関係） 

⑶ 急速充電設備のうち全出力50キロワットを超えるものを設置しようとする者

は、あらかじめ、消防長等に届け出なければならないこと。（第77条関係） 

  

２ 附則 

 ⑴ この条例は、令和３年４月１日から施行すること。（附則第１項関係） 

 ⑵ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている急速充電設

備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、なお従前の例に

よること。（附則第２項関係） 
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豊
岡
市
火
災
予
防
条
例
新
旧
対
照
表
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

（
燃
料
電
池
発
電
設
備
）
 

（
燃
料
電
池
発
電
設
備
）
 

第
12
条
の
２
 
屋
内
に
設
け
る
燃
料
電
池
発
電
設
備
（
固
体
高
分
子
型
燃
料
電
池
、
リ

ン
酸
型
燃
料
電
池
、
溶
融
炭
酸
塩
型
燃
料
電
池
又
は
固
体
酸
化
物
型
燃
料
電
池
に

よ
る
発
電
設
備
で
あ
っ
て
火
を
使
用
す
る
も
の
に
限
る
。
第
３
項
及
び
第
５
項
、
第

24
条
並
び
に
第
77
条
第
13
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
位
置
、
構
造
及
び
管
理
の
基
準

に
つ
い
て
は
、
第
２
条
第
１
項
第
１
号
（
ア
を
除
く
。
）
、
第
２
号
、
第
４
号
、
第

５
号
、
第
７
号
、
第
９
号
、
第

15
号
（
ウ
、
ス
及
び
セ
を
除
く
。
）
、
第

16
号
及
び

第
18
号
並
び
に
第
２
項
第
１
号
、
第
17
条
第
１
項
（
第
９
号
を
除
く
。
）
並
び
に
第

18
条
第
１
項
（
第
２
号
を
除
く
。
）
の
規
定
を
準
用
す
る
。
 

第
12
条
の
２
 
屋
内
に
設
け
る
燃
料
電
池
発
電
設
備
（
固
体
高
分
子
型
燃
料
電
池
、
リ

ン
酸
型
燃
料
電
池
、
溶
融
炭
酸
塩
型
燃
料
電
池
又
は
固
体
酸
化
物
型
燃
料
電
池
に

よ
る
発
電
設
備
で
あ
っ
て
火
を
使
用
す
る
も
の
に
限
る
。
第
３
項
及
び
第
５
項
、
第

24
条
並
び
に
第
77
条
第
1
4号

に
お
い
て
同
じ
。
）
の
位
置
、
構
造
及
び
管
理
の
基
準

に
つ
い
て
は
、
第
２
条
第
１
項
第
１
号
（
ア
を
除
く
。
）
、
第
２
号
、
第
４
号
、
第

５
号
、
第
７
号
、
第
９
号
、
第

1
5
号
（
ウ
、
ス
及
び
セ
を
除
く
。
）
、
第

1
6号

及
び

第
18
号
並
び
に
第
２
項
第
１
号
、
第
1
7条

第
１
項
（
第
９
号
を
除
く
。
）
並
び
に
第

18
条
第
１
項
（
第
２
号
を
除
く
。
）
の
規
定
を
準
用
す
る
。
 

２
～
５
 
略
 

２
～
５
 
略
 

（
急
速
充
電
設
備
）
 

（
急
速
充
電
設
備
）
 

第
17
条
の
２
 
急
速
充
電
設
備
（
電
気
を
設
備
内
部
で
変
圧
し
て
、
 
 
 
 
 
 
 

 
電
気
を
動
力
源
と
す
る
自
動
車
等
（
道
路
交
通
法
（
昭
和
35
年
法
律
第
10
5号

）

第
２
条
第
１
項
第
９
号
に
規
定
す
る
自
動
車
又
は
同
項
第

10
号
に
規
定
す
る
原
動

機
付
自
転
車
を
い
う
。

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
充
電
す
る
設
備
（
全
出
力
20
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
も
の
及
び
全
出
力

50
キ
ロ
ワ
ッ
ト
 
を
超
え
る
も
の
を
除
く
。
）
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
位
置
、

構
造
及
び
管
理
は
、
次
に
掲
げ
る
基
準
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

第
1
7
条
の
２

 
急
速
充
電
設
備
（
電
気
を
設
備
内
部
で
変
圧
し
て
、
電
気
自
動
車
等

（
電
気
を
動
力
源
と
す
る
自
動
車
等
（
道
路
交
通
法
（
昭
和
3
5年

法
律
第
1
05
号
）

第
２
条
第
１
項
第
９
号
に
規
定
す
る
自
動
車
又
は
同
項
第

1
0
号
に
規
定
す
る
原
動

機
付
自
転
車
を
い
う
。
第
1
2号

に
お
い
て
同
じ
。
）
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
充
電
す
る
設
備
（
全
出
力
2
0キ

ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
も
の
及
び
全
出
力

20
0キ

ロ
ワ
ッ
ト
を
超
え
る
も
の
を
除
く
。
）
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
位
置
、

構
造
及
び
管
理
は
、
次
に
掲
げ
る
基
準
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 
⑴

 
急
速
充
電
設
備
（
全
出
力

5
0
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
も
の
及
び
消
防
長
又
は
消

防
署
長
が
認
め
る
延
焼
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
も
の
を
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除
く
。）

を
屋
外
に
設
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
建
築
物
か
ら
３
メ
ー
ト
ル
以
上

の
距
離
を
保
つ
こ
と
。
た
だ
し
、
不
燃
材
で
造
り
、
又
は
覆
わ
れ
た
外
壁
で
開
口

部
の
な
い
も
の
に
面
す
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

⑴
 
略
 

⑵
 
略
 

⑵
 
略
 

⑶
 
略
 

⑶
 
略
 

⑷
 
略
 

⑷
 
充
電
を
開
始
す
る
前
に
、
急
速
充
電
設
備
と
電
気
を
動
力
源
と
す
る
自
動
車

等
と
の
間
で
自
動
的
に
絶
縁
状
況
の
確
認
を
行
い
、
絶
縁
さ
れ
て
い
な
い
場
合

に
は
、
充
電
を
開
始
し
な
い
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
 

⑸
 
充
電
を
開
始
す
る
前
に
、
急
速
充
電
設
備
と
電
気
自
動
車
等

 
 
 

 
 
 

 
と
の
間
で
自
動
的
に
絶
縁
状
況
の
確
認
を
行
い
、
絶
縁
さ
れ
て
い
な
い
場
合

に
は
、
充
電
を
開
始
し
な
い
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
 

⑸
 
急
速
充
電
設
備
と
電
気
を
動
力
源
と
す
る
自
動
車
等
が
確
実
に
接
続
さ
れ
て

い
な
い
場
合
に
は
、
充
電
を
開
始
し
な
い
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
 

⑹
 
急
速
充
電
設
備
と
電
気
自
動
車
等

 
 

 
 
 

 
 
が
確
実
に
接
続
さ
れ
て

い
な
い
場
合
に
は
、
充
電
を
開
始
し
な
い
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
 

⑹
 
急
速
充
電
設
備
と
電
気
を
動
力
源
と
す
る
自
動
車
等
の
接
続
部
に
電
圧
が
印

加
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
接
続
部
が
外
れ
な
い
よ
う
に
す
る
措
置
を
講

ず
る
こ
と
。
 

⑺
 
急
速
充
電
設
備
と
電
気
自
動
車
等

 
 

 
 
 

 
 
の
接
続
部
に
電
圧
が
印

加
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
接
続
部
が
外
れ
な
い
よ
う
に
す
る
措
置
を
講

ず
る
こ
と
。
 

⑺
 
略
 

⑻
 
略
 

⑻
 
略
 

⑼
 
略
 

⑼
 
略
 

⑽
 
略
 

⑽
 
略
 

⑾
 
略
 

⑾
 
略
 

⑿
 
略
 

 
⒀

 
コ
ネ
ク
タ
ー
（
充
電
用
ケ
ー
ブ
ル
を
電
気
自
動
車
等
に
接
続
す
る
た
め
の
部

分
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て
、
操
作
に
伴
う
不
時
の

落
下
を
防
止
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
た
だ
し
、
コ
ネ
ク
タ
ー
に
十
分
な
強
度

を
有
す
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
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⒁

 
充
電
用
ケ
ー
ブ
ル
を
冷
却
す
る
た
め
液
体
を
用
い
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
当

該
液
体
が
漏
れ
た
場
合
に
、
漏
れ
た
液
体
が
内
部
基
板
等
の
機
器
に
影
響
を
与

え
な
い
構
造
と
す
る
こ
と
。
ま
た
、
充
電
用
ケ
ー
ブ
ル
を
冷
却
す
る
た
め
に
用
い

る
液
体
の
流
量
及
び
温
度
の
異
常
を
自
動
的
に
検
知
す
る
構
造
と
し
、
当
該
液

体
の
流
量
又
は
温
度
の
異
常
を
検
知
し
た
場
合
に
は
、
急
速
充
電
設
備
を
自
動

的
に
停
止
さ
せ
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
  

 
⒂

 
複
数
の
充
電
用
ケ
ー
ブ
ル
を
有
し
、
複
数
の
電
気
自
動
車
等
に
同
時
に
充
電

す
る
機
能
を
有
す
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
出
力
の
切
替
え
に
係
る
開
閉
器
の
異

常
を
自
動
的
に
検
知
す
る
構
造
と
し
、
当
該
開
閉
器
の
異
常
を
検
知
し
た
場
合

に
は
、
急
速
充
電
設
備
を
自
動
的
に
停
止
さ
せ
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
  

⑿
 
急
速
充
電
設
備
の
う
ち
蓄
電
池
を
内
蔵
し
て
い
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
当
該

蓄
電
池
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
 

⒃
 
急
速
充
電
設
備
の
う
ち
蓄
電
池
を
内
蔵
し
て
い
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
当
該

蓄
電
池
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
 

ア
 
略
 

ア
 
略
 

イ
 
異
常
な
高
温
と
な
ら
な
い
こ
と
。
ま
た
、
異
常
な
高
温
と
な
っ
た
場
合
に

は
、
急
速
充
電
設
備
を
自
動
的
に
停
止
さ
せ
る
こ
と
。
 

イ
 
異
常
な
高
温
と
な
ら
な
い
こ
と
。
 

 
ウ

 
温
度
の
異
常
を
自
動
的
に
検
知
す
る
構
造
と
し
、
異
常
な
高
温
又
は
低
温

を
検
知
し
た
場
合
に
は
、
急
速
充
電
設
備
を
自
動
的
に
停
止
さ
せ
る
こ
と
。
 

 
エ

 
制
御
機
能
の
異
常
を
自
動
的
に
検
知
す
る
構
造
と
し
、
制
御
機
能
の
異
常

を
検
知
し
た
場
合
に
は
、
急
速
充
電
設
備
を
自
動
的
に
停
止
さ
せ
る
こ
と
。
 

⒀
 
略
 

⒄
 
略
 

⒁
 
略
 

⒅
 
略
 

２
 
略
 

２
 
略
 

（
火
を
使
用
す
る
設
備
等
の
設
置
の
届
出
）
 

（
火
を
使
用
す
る
設
備
等
の
設
置
の
届
出
）
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第
77
条
 
火
を
使
用
す
る
設
備
又
は
そ
の
使
用
に
際
し
、
火
災
の
発
生
の
お
そ
れ
の

あ
る
設
備
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
設
置
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か
じ

め
、
そ
の
旨
を
消
防
長
又
は
消
防
署
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

第
77
条
 
火
を
使
用
す
る
設
備
又
は
そ
の
使
用
に
際
し
、
火
災
の
発
生
の
お
そ
れ
の

あ
る
設
備
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
設
置
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か
じ

め
、
そ
の
旨
を
消
防
長
又
は
消
防
署
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

⑴
～
⑿
 
略
 

⑴
～
⑿
 
略
 

 
⒀

 
急
速
充
電
設
備
（
全
出
力
5
0キ

ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
も
の
を
除
く
。
）

  

⒀
 
略
 

⒁
 
略
 

⒁
 
略
 

⒂
 
略
 

⒂
 
略
 

⒃
 
略
 

⒃
 
略
 

⒄
 
略
 

⒄
 
水
素
ガ
ス
を
充
て
ん
す
る
気
球
 

⒅
 
水
素
ガ
ス
を
充
塡
す
る
 
気
球
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        令和２年 11月 27 日提出 

 

 

                    豊岡市長   中 貝 宗 治 

 

 

 

 

 

 

第164号議案 

 

令和２年度豊岡市一般会計補正予算（第17号） 

 

 

 令和２年度豊岡市の一般会計補正予算（第17号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ121,841千円を減額し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ58,391,675千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経

費は、「第２表繰越明許費」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表地方債補正」による。 

-137-



-138-



-139-



-140-



-141-



-142-



-143-



-144-



-145-



-146-



-147-



-148-



-149-



-150-
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-171-
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-177-
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-181-
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        令和２年 11月 27 日提出 

 

 

                    豊岡市長   中 貝 宗 治 

 

 

 

 

 

 

第165号議案 

 

令和２年度豊岡市国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正予算（第４号） 

 

 

令和２年度豊岡市の国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正予算（第４号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ4,253千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ8,969,827千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表債務負担行為」による。
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        令和２年 11月 27 日提出 

 

 

                    豊岡市長   中 貝 宗 治 

 

 

 

 

 

 

第166号議案 

 

令和２年度豊岡市国民健康保険事業特別会計（直診勘定）補正予算（第２号） 

 

 

 令和２年度豊岡市の国民健康保険事業特別会計（直診勘定）補正予算（第２号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,024千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ88,034千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 
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-230-



-231-



-232-



-233-



-234-



-235-



-236-



-237-



-238-



-239-
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        令和２年 11月 27 日提出 

 

 

                    豊岡市長   中 貝 宗 治 

 

 

 

 

 

 

第167号議案 

 

令和２年度豊岡市後期高齢者医療事業特別会計補正予算(第２号) 

 

 

 令和２年度豊岡市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ5,962千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ1,312,310千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 
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-244-



-245-
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-247-



-248-



-249-



-250-
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        令和２年 11月 27 日提出 

 

 

                    豊岡市長   中 貝 宗 治 

 

 

 

 

 

 

第168号議案 

 

令和２年度豊岡市介護保険事業特別会計補正予算(第３号) 

 

 

 令和２年度豊岡市の介護保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,429千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ10,462,218千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 
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-258-



-259-



-260-



-261-



-262-



-263-



-264-



-265-



-266-
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        令和２年 11月 27 日提出 

 

 

                    豊岡市長   中 貝 宗 治 

 

 

 

 

 

 

第169号議案 

 

令和２年度豊岡市診療所事業特別会計補正予算(第４号) 

 

 

 令和２年度豊岡市の診療所事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ3,923千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ310,724千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 
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　令和２年度　豊岡市水道事業会計補正予算（第２号）

　（総　則）

第１条　令和２年度豊岡市水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量の補正）

第２条　令和２年度豊岡市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務

　の予定量を、次のように改める。

　⑵　年間総配水量 ㎥ △ 343,100 ㎥ 11,661,750 ㎥

　⑶　一日平均配水量 ㎥ △ 940 ㎥ 31,950 ㎥

　⑷　主な建設改良事業

　　　配水施設費 千円 △ 170,250 千円 773,647 千円

　（収益的収入及び支出の補正）

第３条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

収　　　　　　　　入

　第１款 水道事業収益 千円 △ 68,637 千円 2,332,172 千円

　第１項 営業収益 千円 △ 51,985 千円 1,761,908 千円

　第２項 営業外収益 千円 △ 16,652 千円 570,262 千円

支　　　　　　　　出

　第１款 水道事業費用 千円 4,046 千円 2,186,444 千円

　第１項 営業費用 千円 △ 2,406 千円 1,897,990 千円

　第２項 営業外費用 千円 6,452 千円 281,405 千円

　（資本的収入及び支出の補正）

第４条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　1,060,145 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 75,695 千円及び過

　年度分損益勘定留保資金 984,450 千円」を、「資本的収入額が資本的支出額に対し不足

1,900,396

274,953

2,182,398

（補正予定額）　（　科　　目　） 　（　　計　　）

2,400,809

1,813,893

586,914

　（　　計　　）

（既決予定額）

第170号議案

　（　科　　目　） （既決予定額） （補正予定額）

12,004,850

32,890

943,897
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　する額 1,042,731 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 61,935 千円

　及び過年度分損益勘定留保資金 980,796 千円」に改め、資本的支出の予定額を、次のと

　おり補正する。

収　　　　　　　　入

　第１款 資本的収入 千円 △ 152,836 千円 643,408 千円

　第１項 企業債 千円 △ 107,000 千円 540,600 千円

　第２項 出資金 千円 △ 26,190 千円 33,839 千円

　第４項 補助金 千円 △ 19,646 千円 5,000 千円

支　　　　　　　　出

　第１款 資本的支出 千円 △ 170,250 千円 1,686,139 千円

　第１項 建設改良費 千円 △ 170,250 千円 793,073 千円

　（債務負担行為の補正）

第５条　予算第５条に定めた債務負担行為を、次のように改める。

　追加

　廃止

　（企業債の補正）

第６条　予算第６条に定めた限度額を、次のように改める。

　変更

大見塚受水池・配水池改築事業 令和３年度 25,600千円

限 度 額

24,646

1,856,389

963,323

796,244

647,600

建設改良費 647,600千円 540,600千円

計 647,600千円 540,600千円

水質検査業務 令和３年度 15,700千円

起債の目的
限　度　額

補　正　前 補　正　後

事 項 期 間

事 項 期 間 限 度 額

老朽管更新事業 令和３年度 110,000千円

60,029

　（　科　　目　） （既決予定額） （補正予定額） 　（　　計　　）

-290-



　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正）

第７条　予算第９条に定めた議会の議決を経なければ流用することのできない経費を、次の

　ように改める。

　⑴　職員給与費 千円 54 千円 157,903 千円

令和２年11月27日提出

豊岡市長　　中　貝　宗　治

157,849

　（　科　　目　） （既決予定額） （補正予定額） （　　計　　）
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令和２年度　豊岡市下水道事業会計補正予算（第２号）

 

　（総　則）

第１条　令和２年度豊岡市下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量の補正）

第２条　令和２年度豊岡市下水道事業会計予算（以下 「予算」 という。）第２条に定めた業

　務の予定量を、次のように改める。

　　　　　（　科　　目　）　　　　（既決予定額）　　　　（補正予定額）　　　　（　　計　　）

 　⑵　  年間排水処理水量 ㎥ △ 116,000 ㎥ 9,955,000 ㎥

 　⑶　  一日平均排水処理水量 ㎥ △ 318 ㎥ 27,274 ㎥

　（収益的収入及び支出の補正）

第３条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

　　　　　（　科　　目　）　　　　（既決予定額）　　　　（補正予定額）　　　　（　　計　　）

収　　　　　　　　入

　第１款 下水道事業収益 千円 △ 54,040 千円 5,789,108 千円

　第１項 営業収益 千円 △ 46,864 千円 1,837,871 千円

　第２項 営業外収益 千円 △ 7,176 千円 3,951,235 千円

支　　　　　　　　出

　第１款 下水道事業費用 千円 △ 12,556 千円 5,110,068 千円

　第１項 営業費用 千円 △ 1,718 千円 4,448,614 千円

　第２項 営業外費用 千円 △ 10,838 千円 655,298 千円

　（資本的収入及び支出の補正）

第４条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　 2,272,059 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 105,370 千円、

　当年度分損益勘定留保資金 1,861,777 千円、減債積立金 304,912 千円」を「資本的収

　入額が資本的支出額に対し不足する額 2,365,169千円は当年度分消費税及び地方消費税

　資本的収支調整額 105,929 千円、当年度分損益勘定留保資金1,862,908 千円、減債積

　立金 396,332 千円」に改め、資本的収入の予定額を、次のとおり補正する。

666,136

第171号議案

10,071,000

27,592

5,843,148

1,884,735

3,958,411

5,122,624

4,450,332
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　　　　　（　科　　目　）　　　　（既決予定額）　　　　（補正予定額）　　　　（　　計　　）

収　　　　　　　　入

　第１款 資本的収入 千円 △ 93,110 千円 3,520,748 千円

　第１項 企業債 千円 △ 86,900 千円 2,412,500 千円

　第２項 補助金 千円 △ 6,210 千円 1,106,156 千円

　（企業債の補正）

第５条　予算第５条に定めた起債の限度額を、次のように改める。

変更

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正）

第６条　予算第８条に定めた議会の議決を経なければ流用することのできない経費を、次

　のように改める。

　　　　　（　科　　目　）　　　　（既決予定額）　　　　（補正予定額）　　　　（　　計　　）

　⑴　　職員給与費 千円 135 千円 131,071 千円

（他会計からの補助金の補正）

第７条　予算第９条中「2,481,278千円」を「2,466,615千円」に改める。

　（債務負担行為）

第８条　予算第９条の次に第10条を加え、債務負担行為をすることができる事項、期間及び

　限度額は、次のとおりと定める。

令和２年11月27日提出

豊岡市長　　中　貝　宗　治

3,613,858

2,499,400

1,112,366

起債の目的
限　　度　　額

補　正　前 補　正　後

　汚泥処理　運搬業務 令和３年度 47,000千円　

　資本費平準化債 1,274,500千円 1,187,600千円

計 2,515,700千円 2,428,800千円

130,936

事　　　項 期　　間 限　　度　　額
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